
 

（   ） 

 
 

 

 

 

(1) ／ 2012/05/31 21:03 (2012/05/25 21:14) ／ wk_11809589_01_osxアプラスフィナンシャル様_招集_株主各位_P.doc 

1

 証券コード8589 

 平成24年６月12日 

株 主 各 位  

 本   店 大阪市中央区南船場一丁目17番26号 
東 京 本 部 東京都新宿区新小川町４番１号 

  

代表取締役社長 野 口 郷 司 

 

第57回定時株主総会及び普通株主様による種類株主総会招集ご通知 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼を申し上げます。 

 さて、当社第57回定時株主総会及び普通株主様による種類株主総会を下記の

とおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。 

 今回の定時株主総会には「定款一部変更の件」を議案として上程いたします

が、本議案につきましては、会社法第322条第１項第１号に基づくご決議をい

ただくため、普通株主様による種類株主総会を併せて開催させていただくこと

になりました。 

 また、Ｂ種優先株主様、Ｄ種優先株主様、Ｇ種優先株主様及びＨ種優先株主

様による各種類株主総会におきまして、別途会社法上必要とされるご決議をい

ただく予定です。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同

封の議決権行使書用紙に第57回定時株主総会及び普通株主様による種類株主総

会それぞれの各議案につき賛否をご表示の上、平成24年６月27日（水曜日）午

後５時30分までに当社に到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。 

敬 具 

記 

1. 日   時   平成24年６月28日（木曜日）午前10時 

2. 場   所   東京都新宿区新小川町４番１号 

アプラス東京ビル 地下会議室 
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3. 株主総会の目的事項 

【第57回定時株主総会】 

報 告 事 項１  第57期（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件 

２  第57期（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

計算書類報告の件 

決 議 事 項 

第１号議案  剰余金の処分の件 

第２号議案  定款一部変更の件 

第３号議案  取締役５名選任の件 

【普通株主様による種類株主総会】 

決 議 事 項 

議   案  定款一部変更の件 

 

4. 代理人によるご出席の場合 

 代理人が株主総会に出席される場合、その代理人は当社の株主であるこ

とを要します。また、代理人は１名に限らせていただきます。なお、代理

人は株主総会にご出席の際に、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、

代理権を証明する書面を会場受付にご提出ください。 

 

以 上 

 

 

 
                                    

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申し上げます。 

◎ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容につ
いて、株主総会の前日までに修正すべき事情が生じた場合には、書面
による郵送または当社ホームページ（http://www.aplusfinancial.co.jp/）に
おいて掲載することにより、お知らせいたします。 

◎ 決議の結果については、上記の当社ホームページにおいて掲載するこ
とによりお知らせいたします。 
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(添付書類) 
事 業 報 告 

自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及びその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災とそれに続く原

子力災害、欧州債務問題に端を発した世界的な金融システム不安などに

より、景気低迷が長引き、大変厳しい状況となりました。一方で、東日

本大震災で打撃を受けたサプライチェーンや生産の回復などに伴い、個

人消費は比較的堅調に推移し、また、各国の金融緩和策を背景に金融資

本市場に回復の兆しが見えるなど、年度後半にかけて幾分明るさを取り

戻してまいりました。 

 当業界におきましては、貸金業法の改正による無担保ローン市場の縮

小や、業界内における競争激化などにより、事業環境は厳しい状況が続

きましたが、過払利息返還請求の落ち着きや、堅調な個人消費を背景と

したクレジットカード市場の拡大、ショッピングクレジット事業に馴染

みの深い住宅関連市場の拡大などに支えられ、当業界を取り巻く環境も

次第に回復してまいりました。 

 このような中、当社グループにおきましては、貸金業法などの業法改

正への対応にめどを付け、業界内の競争激化に対応し、いち早く反転攻

勢に備えた体制の充実を図るとともに、平成22年５月に策定した中期経

営計画に掲げる「お客さまに選ばれ、提携先に支持される新しい時代に

相応しい信販会社になる」というビジョンの早期実現に取り組んでまい

りました。 

 具体的な取り組みとして、平成23年５月、主要取引先の一つであるカ

ルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社との提携により、同社が運

営する“Ｔポイント”サービスを付帯した「Ｔポイント付きアプラス

（ショッピング）クレジット」の取り扱いを開始いたしました。平成24

年３月末時点で、ご利用可能な加盟店さまは3,300社を突破し、多くの

お客さまにご支持をいただける商品の提供を通じ、まったく新しいビジ

ネスモデルを創出することができました。 

 また、東日本大震災とその後の原子力災害を背景とした社会環境の変

化に対応し、太陽光発電システムを対象としたショッピングクレジット

の推進や、独立行政法人住宅金融支援機構が提供する「災害復興住宅融

資（東日本大震災）」をご利用されるお客さまを対象とした住宅つなぎ

ローン「アプラスブリッジローン」のご提供、お客さまと一緒に震災復

(          ) 
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興を応援するアプラスカード「スマイルキャンペーン」（キャンペーン

期間：平成24年３月16日～平成24年６月30日）の実施など、信販会社と

しての社会的責任をより強く意識した施策を実行してまいりました。 

 

 当連結会計年度の業績につきましては、主力のクレジットカード事業

やショッピングクレジット事業は取扱高が伸び、事業基盤は安定してま

いりましたが、ローン残高の減少によるローン事業の収益減少が響き、

営業収益は638億５百万円（前連結会計年度比10.2％減）となりました。

営業費用は、過払利息返還請求に対応した引当金を53億59百万円計上い

たしましたが、オペレーションコストの削減や貸倒引当金繰入額の減少

により、554億２百万円（前連結会計年度比12.8％減）となりました。

この結果、営業利益は84億２百万円（前連結会計年度比11.3％増）、経

常利益は84億51百万円（前連結会計年度比15.6％増）となりました。当

期純利益は、特別損失としてソフトウェア除却損を計上したことなどか

ら、53億７百万円（前連結会計年度比64.6％増）となりました。 

 

(2) 事業別の概況 

【ショッピングクレジット事業】 

 ショッピングクレジット事業におきましては、「Ｔポイント付きアプ

ラス（ショッピング）クレジット」の推進に加え、太陽光発電システム

や二輪車、運転免許、宝石・貴金属など、オートローン以外の営業を強

化し、取扱高は大幅に増加いたしました。 

 セグメント別取扱高は3,632億86百万円（前連結会計年度比14.7％

増）となりました。 

 

【クレジットカード事業】 

 クレジットカード事業におきましては、ＴＳＵＴＡＹＡ事業を展開す

るカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社との提携カードを中心

に、クレジットカードの取扱高が順調に増加する中、事前登録型リボ

サービス「リボかえル」の導入によるリボ残高の積み上げや、ゴールド

カードなどの特色ある商品展開を図り、事業採算性の改善に努めてまい

りました。 

 セグメント別取扱高は5,576億円（前連結会計年度比5.5％増）となり

ました。 

 

【ローン事業】 

 ローン事業におきましては、ローンカード残高の減少により事業収益

は減少しておりますが、お客さまや提携先に高いご支持をいただいてい
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る住宅つなぎローン「アプラスブリッジローン」の取扱高は大幅に増加

し、リスクの低い資産への入れ替えが進捗いたしました。 

 セグメント別取扱高は271億35百万円（前連結会計年度比40.6％増）

となりました。 

 

【決済事業】 

 決済事業におきましては、決済手段の多様化や業界内の競争激化によ

り、事業環境は厳しい状況にありますが、新生グループ一体となって提

携先の拡大を図り、大型賃貸管理会社との提携など、着実に成果を挙げ

てまいりました。 

 セグメント別取扱高は１兆2,089億60百万円（前連結会計年度比3.6％

減）となりました。 

 

【その他子会社】 

 岡山県に本社を置く全日信販株式会社におきましては、西日本エリア

を中心にオートローンなどのショッピングクレジット事業において積極

的な営業展開を図り、加盟店基盤を強化してまいりました。 

 また、サービサー子会社のアルファ債権回収株式会社におきましては、

地域金融機関からの個人ローンの初期延滞債権の管理・回収業務の受託

を戦略の柱に据え、提携先の拡大に努めてまいりました。 

 セグメント別取扱高は901億11百万円（前連結会計年度比0.2％減）と

なりました。 

 

【セグメント別取扱高】 

セ グ メ ン ト 取 扱 高（百万円） 前連結会計年度比（％） 

ショッピングクレジット事業 363,286 114.7 

クレジットカード事業 557,600 105.5 

ロ ー ン 事 業 27,135 140.6 

決 済 事 業 1,208,960 96.4 

そ の 他 子 会 社 90,111 99.8 

合     計 2,247,094 101.7 

 (注) 「ショッピングクレジット事業」は個別信用購入あっせん業務及び信用保証業

務、「クレジットカード事業」は包括信用購入あっせん業務及びクレジット

カードを手段とした融資業務、「ローン事業」は融資業務、「決済事業」は集

金代行業務、「その他子会社」は全日信販株式会社をはじめとするその他の子

会社業務であります。 
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(3) 資金調達などについての状況 

① 資金調達 

 重要な事項はありません。 

 

② 設備投資 

 重要な事項はありません。 

 

③ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割 

 重要な事項はありません。 

 

④ 他の会社の事業の譲受け 

 該当事項はありません。 

 

⑤ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継 

 該当事項はありません。 

 

⑥ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分 

 重要な事項はありません。 
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(4) 財産及び損益の状況 

① 企業集団の財産及び損益の状況 

区    分 
平成21年３月期 

第54期 
平成22年３月期

第55期 
平成23年３月期

第56期 

平成24年３月期 
第57期 

(当連結会計年度) 

取 扱 高(百万円) 2,364,624 2,254,493 2,208,472 2,247,094 

営 業 収 益(百万円) 95,363 85,067 71,051 63,805 

経 常 利 益(百万円) 1,707 △ 2,906 7,311 8,451 

当 期 純 利 益(百万円) 1,530 △ 7,702 3,224 5,307 

１株当たり当期純利益(円) 6.49 △ 27.61 2.35 2.33 

純 資 産(百万円) 108,215 77,234 80,375 85,739 

総 資 産(百万円) 1,373,752 1,209,803 1,140,676 1,096,978 

 

② 当社の財産及び損益の状況 

区    分 
平成21年３月期 

第54期 
平成22年３月期

第55期 
平成23年３月期

第56期 

平成24年３月期 
第57期 

(当事業年度) 

取 扱 高(百万円) 2,265,789 2,159,768 － － 

営 業 収 益(百万円) 86,576 76,001 970 5,261 

経 常 利 益(百万円) 2,334 △ 2,035 △ 786 4,473 

当 期 純 利 益(百万円) 2,383 △ 7,014 △ 10,353 4,595 

１株当たり当期純利益(円) 10.10 △ 25.14 △ 7.54 1.86 

純 資 産(百万円) 110,674 80,387 69,935 74,531 

総 資 産(百万円) 1,299,685 1,144,028 146,629 153,460 

 (注) 1. △印は損失を示しております。 

2. 第55期の当期純損失の主な理由は、利息返還損失引当金の大幅な積み増し及

び特別損失としてソフトウェア評価損を計上したことによるものであります。 

3. 第56期につきましては、当社は平成22年４月１日に吸収分割による会社分割

を行い事業持株会社となったことにより、第55期までに比べ財産及び損益の

状況が変動しております。なお、当期純損失の主な理由は、吸収分割に伴い

計上した子会社株式に係る繰延税金資産を取崩したことによるものでありま

す。 

4. 第57期（当連結会計年度）につきましては、前記「(1) 事業の経過及びその

成果」に記載のとおりであります。 
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(5) 対処すべき課題 

 当社グループは、東日本大震災の影響や、近年の貸金業法をはじめとす

る関連業法の改正など、変化する経営環境に対応しつつ、個人ローン収益

に依存した従来型のビジネスモデルから脱却することを対処すべき課題と

とらえ、「お客さまに選ばれ、提携先に支持される新しい時代に相応しい

信販会社になる」という中期経営計画ビジョンの実現に向けて、戦略をよ

り確実に遂行することを重点課題として取り組んでおります。また、想定

以上のスピードで変化する現下の経営環境に鑑み、その変化に機動的に対

応するため、事業持株会社制により事業を展開しております。 

 以上を踏まえ、当社グループの方向性として中期経営計画を策定してお

ります。 

 

 当社グループの中期経営計画につきましては、以下のとおりであります。 

 

中期経営計画の目指すビジョン 

「お客さまに選ばれ、提携先に支持される新しい時代に相応しい信販会

社になる」 

 

中期経営計画の方向性 

「融資収益の依存から脱却し、本業の収益性を高めた信販会社にしかで

きないビジネスモデルを確立」 

 

中期経営計画の骨子 

①「質を伴った量の拡大を目指す営業体制の確立」 

－ショッピングクレジット事業の発展的強化 

－クレジットカード事業の採算性の改善 

－フィービジネス収益基盤の確立 

－新生銀行グループ一体化による収益増強策の推進 

②「他を凌駕するローコストオペレーション体制の確立」 

－事業・業種に捉われないセンター体制の確立 

－徹底したＩＴ化とビジネスプロセスの最大限の自動化の実現 

－抜本的な業務見直しによる効率化の推進 

 



 

（   ） 
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(6) 企業集団の主要な事業セグメント＜平成24年３月31日現在＞ 

 ① ショッピングクレジット事業  百貨店・量販店・小売店等における都

度契約によるあっせん取引 

 ② クレジットカード事業  クレジットカードによるあっせん取

引・カードキャッシング 

 ③ ロ ー ン 事 業  個人ローン 

 ④ 決 済 事 業  オートネットサービス（集金代行業務) 

 

(7) 企業集団の主要拠点等＜平成24年３月31日現在＞ 

① 当社の主要な営業所 

本 店 大阪市中央区南船場一丁目17番26号 

東 京 本 部 東京都新宿区新小川町４番１号 

 

② 重要な子会社 

株 式 会 社 ア プ ラ ス 大阪市中央区 

株式会社アプラスパーソナルローン 大阪府吹田市 

全 日 信 販 株 式 会 社 岡山市北区 

ア ル フ ァ 債 権 回 収 株 式 会 社 東京都新宿区 

 

(8) 企業集団の使用人の状況＜平成24年３月31日現在＞ 

① 企業集団の使用人の状況 

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 

1,309（855） 21（55） 

 (注) 使用人数は就業人員であり、嘱託及び臨時雇人は（ ）内に平均雇用人員数を

外数で記載しております。 

 

② 当社の使用人の状況 

使 用 人 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

７ １ 43.7 15.3 

 (注) 嘱託及び臨時雇人はおりません。 

 

年 歳名増名

名 名減 



 

（   ） 
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(9) 重要な親会社及び子会社の状況＜平成24年３月31日現在＞ 

① 親会社の状況 

会   社   名 議決権比率〔所有割合及び被所有割合〕 

新 生 フ ィ ナ ン シ ャ ル 株 式 会 社 所有   0.20 
( 0.20) 

被所有  91.50 

株 式 会 社 新 生 銀 行 被所有  95.06 
(91.50) 

 (注) 1. 議決権比率の( )内は、間接所有割合または間接被所有割合で内数であり

ます。 

2. 株式会社新生銀行は、新生フィナンシャル株式会社の発行済普通株式数の

99.8％を保有する親会社であります。 

3. 株式会社新生銀行の上記議決権比率のうち直接保有割合（3.55％）は、平成

22年３月期優先配当金が無配のため、第一回Ｂ種優先株式、Ｄ種優先株式、

Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式に対して、定款規定により議決権が発生した

ものであります。 

 

② 重要な子会社の状況 

会  社  名 資  本  金
当社の 

議決権比率 主要な事業内容 

株 式 会 社 ア プ ラ ス 15,000 100.00 信販業 

株式会社アプラスパーソナルローン 1,000 100.00 消費者金融業 

全 日 信 販 株 式 会 社 1,000 97.33 信販業 

アルファ債権回収株式会社 500 100.00 債権管理回収業 

 (注) 当連結会計年度末における連結対象子会社は株式会社アプラス等を含め９社で

あります。 

 

(10) 企業集団の主な借入先の状況＜平成24年３月31日現在＞ 

借   入   先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 新 生 銀 行 190,300 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,500 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,000 

 

％ 

百万円 ％

百万円 



 

（   ） 
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2. 会社の株式に関する事項＜平成24年３月31日現在＞ 

 (1) 発行可能株式総数  3,970,250,000株 

    

 (2) 発行可能種類株式総数 普通株式 3,914,000,000株 

  Ｂ種優先株式 2,500,000株 

  Ｄ種優先株式 8,500,000株 

  Ｇ種優先株式 13,000,000株 

  Ｈ種優先株式 32,250,000株 

 

 (3) 発行済株式の総数 普通株式 1,524,208,563株 

  (自己株式 2,589株を除く｡)  

  Ｂ種優先株式 2,500,000株 

  Ｄ種優先株式 8,500,000株 

  Ｇ種優先株式 13,000,000株 

  Ｈ種優先株式 32,250,000株 

 

 (4) 株主数 普通株式 8,457名 

  Ｂ種優先株式 １名 

  Ｄ種優先株式 １名 

  Ｇ種優先株式 １名 

  Ｈ種優先株式 １名 

 

 (5) 単元株式数  500株 

 



 

（   ） 
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(6) 大株主（上位10名） 

株 主 名 持 株 数 持株比率 

新生フィナンシャル株式会社 普通株式   1,446,036 91.49 

株 式 会 社 新 生 銀 行 Ｂ種優先株式   2,500 

Ｄ種優先株式   8,500 

Ｇ種優先株式   13,000 

Ｈ種優先株式   32,250 

合計       56,250 

 
 
 
 
 

3.55 

野 村 證 券 株 式 会 社 普通株式     4,013 0.25 

藤 岡 義 久 普通株式     3,538 0.22 

大 阪 証 券 金 融 株 式 会 社 普通株式     3,040 0.19 

株 式 会 社 エ ク シ ブ 普通株式     1,970 0.12 

株 式 会 社 エ ク シ ブ ネ ッ ト 普通株式     1,714 0.10 

楽 天 証 券 株 式 会 社 普通株式     1,486 0.09 

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信託銀行株式会社（信託口４） 普通株式     1,456 0.09 

Ｔ Ｉ Ｓ 株 式 会 社 普通株式     1,449 0.09 

 (注) 持株比率は自己株式（普通株式2,589株）を控除して計算しております。 

 

3. 会社の新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

千株 ％ 



 

（   ） 
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4. 会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の氏名等＜平成24年３月31日現在＞ 

氏   名 地   位 担 当 重要な兼職の状況 

野 口 郷 司
代表取締役
社 長

最高経営責任者(CEO)
（監査部 管掌） 
グループ経営 

株式会社アプラス代表取締役社長 
株式会社アプラスパーソナルローン代表取締役社長 
新生フィナンシャル株式会社取締役 
全日信販株式会社取締役会長 
株式会社アプラスインベストメント代表取締役社長 

渡 邉 昌 治
代表取締役
副 社 長

（人事部・コンプライアンス
統括部・総務部 管掌）

グループ人事 
グループ管理 

株式会社アプラス代表取締役副社長 
株式会社アプラスパーソナルローン代表取締役副社長 

奥 田 正 一 取 締 役 グループ事業 

株式会社アプラス取締役 
株式会社アプラスパーソナルローン取締役 
アルファ債権回収株式会社取締役 
エス・エル・メイプル株式会社代表取締役社長 
株式会社インサイト代表取締役会長 

サンジーブ グプタ 取 締 役  

株式会社アプラス取締役 
株式会社アプラスパーソナルローン取締役 
株式会社新生銀行専務執行役員個人部門長 
新生フィナンシャル株式会社取締役会長 

南光院 誠 之 取 締 役  

株式会社アプラス取締役 
株式会社アプラスパーソナルローン取締役 
株式会社新生銀行執行役員コン
シューマーファイナンス本部長 
新生フィナンシャル株式会社取締役 
新生プロパティファイナンス株式会社取締役 

梅 田 正 太 取 締 役  

株式会社アプラス取締役 
株式会社アプラスパーソナルローン取締役 
新生フィナンシャル株式会社代表取締役社長 
新生カード株式会社取締役 
シンキ株式会社取締役 

竹 内  晃 常勤監査役  
株式会社アプラス監査役 
株式会社アプラスパーソナルローン監査役 
株式会社アプラスインベストメント監査役 

佐 藤 正 樹 監 査 役  
株式会社アプラス常勤監査役 
アルファ債権回収株式会社監査役 

宇都宮 加 城 監 査 役  
株式会社アプラス監査役 
株式会社新生銀行コンプライアンス統轄部次長 

加 藤 文 人 監 査 役  弁護士法人三宅法律事務所パートナー弁護士 

 (注) 1. 取締役サンジーブ グプタ氏、南光院誠之氏及び梅田正太氏は、会社法第２

条第15号に定める社外取締役であります。 

2. 常勤監査役竹内晃氏、監査役宇都宮加城氏及び加藤文人氏は、会社法第２条

第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。 

3. 当社は、株式会社大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として、社外監査

役である加藤文人氏を指定して同取引所へ届け出ております。 

4. 上記「グループ」とは、株式会社アプラスフィナンシャル、株式会社アプラ

ス及び株式会社アプラスパーソナルローンを指します。 

 



 

（   ） 
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額 

区  分 支給人数 
固 定 報 酬
当事業年度支払額

役員退職慰労引当金
当 事 業 年 度 繰 入 額

報酬等の総額 

取 締 役 
（うち社外取締役）

６名
（―名） 

14百万円 
（―百万円）

31百万円 
（―百万円）

45百万円 
（―百万円） 

監 査 役 
（うち社外監査役）

５名
（３名） 

32百万円 
（18百万円）

９百万円 
（５百万円）

42百万円 
（24百万円） 

合  計 
（うち社外役員合計） 

11名
（３名） 

46百万円 
（18百万円）

41百万円 
（５百万円）

88百万円 
（24百万円） 

 （注）1. 上記支給人数等には、平成23年３月31日をもって退任し、当事業年度中に役

員退職慰労金を支給した取締役１名ならびに平成23年６月29日開催の第56回

定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名及び監査役２名（うち社

外監査役１名）を含んでおります。 

当事業年度の年度末時点での在任は、取締役６名及び監査役４名であります。

これらのうち、報酬等支給人数は取締役３名及び監査役３名であり、無報酬

は社外取締役３名及び社外監査役１名であります。 

2. 株主総会の決議による取締役の報酬限度額は年額150百万円であります。 

（平成18年６月29日開催の第51回定時株主総会決議） 

3. 株主総会の決議による監査役の報酬限度額は年額50百万円であります。 

（平成18年６月29日開催の第51回定時株主総会決議） 

4. 平成23年６月29日開催の第56回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金

として、同年３月末及び同総会終結の時をもって退任した取締役３名に対し

75百万円、監査役２名に対し28百万円を支給しております。これらのうち、

上記及び過年度の事業報告における役員報酬等の総額には、役員退職慰労金

の繰入額として、取締役３名37百万円及び監査役２名10百万円が含まれてお

ります。 

5. 上記報酬等の額のほか、社外役員が当社親会社又は当社親会社の子会社から

受けた役員としての報酬額は28百万円であります。 

 



 

（   ） 
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(3) 社外役員に関する事項 

① 他の法人等の業務執行者、社外役員の兼職状況 

氏    名 地 位 兼職する法人等 兼 職 の 内 容 

サンジーブ グプタ 取 締 役

株 式 会 社 ア プ ラ ス
株式会社アプラスパーソナルローン
株 式 会 社 新 生 銀 行
新生フィナンシャル株式会社

取締役 
取締役 
専務執行役員個人部門長 
取締役会長 

南光院 誠 之 取 締 役

株 式 会 社 ア プ ラ ス
株式会社アプラスパーソナルローン
株 式 会 社 新 生 銀 行
新生フィナンシャル株式会社
新生プロパティファイナンス株式会社

取締役 
取締役 
執行役員コンシューマーファイナンス本部長 
取締役 
取締役 

梅 田 正 太 取 締 役

株 式 会 社 ア プ ラ ス
株式会社アプラスパーソナルローン
新生フィナンシャル株式会社
新 生 カ ー ド 株 式 会 社
シ ン キ 株 式 会 社

取締役 
取締役 
代表取締役社長 
取締役 
取締役 

竹 内  晃 常勤監査役
株 式 会 社 ア プ ラ ス
株式会社アプラスパーソナルローン
株式会社アプラスインベストメント

監査役 
監査役 
監査役 

宇都宮 加 城 監 査 役
株 式 会 社 ア プ ラ ス
株 式 会 社 新 生 銀 行

監査役 
コンプライアンス統轄部次長 

加 藤 文 人 監 査 役 弁護士法人三宅法律事務所 パートナー弁護士 

 (注) 1. 株式会社アプラス及び株式会社アプラスパーソナルローンは当社の子会社で
あり、株式会社アプラスインベストメントは株式会社アプラスの子会社であ
ります。 

2. 新生フィナンシャル株式会社は当社の親会社であり、新生カード株式会社及
びシンキ株式会社はその子会社であります。 

3. 株式会社新生銀行は新生フィナンシャル株式会社の親会社であり、新生プロ
パティファイナンス株式会社はその子会社であります。 

 



 

（   ） 
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② 社外役員の主な活動状況 

取締役会等への出席状況及び発言状況 

氏    名 地 位 主 な 活 動 状 況 

サンジーブ グプタ 取 締 役

平成23年４月１日から平成24年３月31日までに開催さ
れた当社取締役会17回のうち13回に出席し、金融機関
業務の経験に基づき、議案審議等に適切な発言・提言
を行っております。 

南光院 誠 之 取 締 役

社外取締役に就任した平成23年６月29日から平成24年
３月31日までに開催された当社取締役会12回のうち12
回に出席し、金融機関業務の経験に基づき、議案審議
等に適切な発言・提言を行っております。 

梅 田 正 太 取 締 役

社外取締役に就任した平成23年６月29日から平成24年
３月31日までに開催された当社取締役会12回のうち11
回に出席し、金融機関業務の経験に基づき、議案審議
等に適切な発言・提言を行っております。 

竹 内  晃 常勤監査役

平成23年４月１日から平成24年３月31日までに開催さ
れた当社取締役会17回のうち17回に出席し、また、同
期間に開催された当社監査役会15回のうち15回に出席
し、常勤監査役として金融機関業務の経験に基づき、
議案審議等に適切な発言・提言を行っております。 

宇都宮 加 城 監 査 役

平成23年４月１日から平成24年３月31日までに開催さ
れた当社取締役会17回のうち16回に出席し、また、同
期間に開催された当社監査役会15回のうち14回に出席
し、コンプライアンス及び内部統制の観点から適切な
発言・提言を行っております。 

加 藤 文 人 監 査 役

社外監査役に就任した平成23年６月29日から平成24年
３月31日までに開催された当社取締役会12回のうち10
回に出席し、また、同期間に開催された当社監査役会
11回のうち10回に出席し、議案審議等に関し、弁護士
の観点から適切な発言・提言を行っております。 

 (注) 独立役員の確保状況について、株式会社大阪証券取引所の定めに基づき、当社
は外観的に一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として、社外監
査役である加藤文人氏を指定して同取引所へ届け出ております。 

 

③ 社外役員の報酬等の総額及び当社の親会社又は当社の親会社の子会社

から当事業年度の役員として受けた報酬等の額 

区 分 支給人数 報酬等の総額
当社の親会社又は当社の親会社 
の子会社からの役員報酬等 

社外取締役 ―名 ―百万円 27百万円 

社外監査役 ３名 24百万円 １百万円 

社外役員計 ３名 24百万円 28百万円 

 (注) 1. 当事業年度の年度末時点での在任は、社外取締役３名及び社外監査役３名で
あります。これらのうち、無報酬の社外取締役３名及び社外監査役１名が在
任しております。 

2. 上記支給人数等には、平成23年６月29日開催の第56回定時株主総会終結の時
をもって退任した社外監査役１名を含んでおります。 

3. 上記報酬等の額のほか、平成23年６月29日開催の第56回定時株主総会決議に
基づき、役員退職慰労金として、同総会終結のときをもって退任した社外監
査役１名に対し、11百万円を支給しております。 

 



 

（   ） 
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5. 会計監査人の状況 

(1) 会計監査人の名称 

有限責任監査法人トーマツ 

 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支払額 

当事業年度に係る報酬等の額 40百万円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 

123百万円 

 (注) 1. 当社の子会社のうち会計監査人設置会社につきましても、有限責任監査法人

トーマツが会計監査人となっております。 

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも

区分できないため、上記金額は合計額で記載しております。 

 

(3) 非監査業務の内容 

 該当事項はありません。 

 

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

 当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任の

ほか、会計監査人が継続してその職責を全うする上で重要な疑義を抱く

事象が発生した場合には、監査役会の同意又は請求により、会計監査人

の解任又は不再任に関する議案を株主総会に上程する方針であります。 

 



 

（   ） 
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6. 会社の体制及び方針 
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他業務の適正を確保するための体制 

 当社は、平成18年５月22日開催の取締役会において、取締役の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、ならびにそ

の他業務の適正を確保するために必要な体制の整備を行うにあたっての

基本方針として「内部統制規程」を制定いたしました。 

 平成20年10月31日開催の取締役会においてコンプライアンスの推進、

財務報告の信頼性を確保するための体制、反社会的勢力排除に向けた体

制等を加え同規程を一部改正し、さらに事業持株会社体制への移行に伴

い、平成22年３月30日開催の取締役会において事業持株会社体制への移

行に即した一部改正を行っております。 

 以上の内部統制の体制整備に加え、当社グループでは大規模な災害等

が生じた場合の業務継続体制確保のため、平成24年４月に、株式会社ア

プラスにおいて「業務継続体制管理規程」を制定いたしました。 

 

 「内部統制規程」、「大規模な災害等が生じた場合の業務継続体制」

及び「反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および整備状況」は次

のとおりであります。 

 

■「内部統制規程」（抜粋） 

第１条 （目的） 

 本規程は、取締役会および監査役が、会社法第362条第４項

第６号並びに会社法施行規則第100条第１項及び第３項、並び

に金融商品取引法に基づき、適切な内部統制システムを整備す

ること、もって、本システムを利用して、取締役の職務の執行

が効率的に行われ、かつ監査役の監査が実効的に行われること、

また、取締役および従業員（執行役員を含む。以下同じ。）が

法令及び定款を遵守してその職務を執行し、会社の業務の適正

が確保されることを目的とする。 

 

第２条 （取締役および従業員の職務の執行が法令及び定款に適合する

ための体制） 

 取締役および従業員は、その職務の執行にあたっては、別に

定める「倫理綱領」並びに「行動規範」を遵守するものとする。 

２． 当社は、コンプライアンスの遵守のために、「コンプライア

ンス規程」を定め、法務およびコンプライアンス専任部署とし

て「コンプライアンス統括部」を設置し、全社的なコンプライ

アンスの推進を行なうとともに、「コンプライアンス委員会」

において、その推進状況ならびに遵守状況を監視するものとす

る。 



 

（   ） 
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３． 「コンプライアンス委員会」の運営に関しては、別に定める

規程によるものとする。 

４． 当社は、各部署において「コンプライアンス管理者」を任命

し、コンプライアンスの徹底を図るものとする。 

 

第３条 （取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理） 

 取締役は、職務執行に係る情報を、その情報の保存媒体に応

じ、漏洩等のないよう十分な注意をもって、保存及び管理する

ものとする。 

２． 取締役会または監査役が要求した場合は、取締役は、前項の

情報を提示しなければならない。 

３． その他、取締役および従業員の職務執行に係る情報の管理に

ついては、別途定める「個人情報保護規程」および「情報セ

キュリティ規程」によるものとする。 

 

第４条 （損失の危険の管理に関する規程および体制） 

 信用リスクについては、「クレジットポリシー」、その他別

に定める規程に基づき、主管する部署が予見されるリスクを分

析・評価し、適切な対応を行うものとする。 

２． 市場リスク、オペレーショナルリスク、リーガルリスク、災

害等、その他のリスク管理体制は、それぞれの対応部署にて別

に定める各諸規程類によるものとする。 

３． 監査部は各部署毎のリスク管理の運用状況を監査し、その結

果をリスク管理体制へ反映させるものとする。 

 

第５条 （取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制） 

 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制を整備するため、取締役の職務の分担、業務分掌、

権限委譲並びに経営資源の配分等の検証を通じて、業務の効率

性を確保する。これらの体制に関する事項は、別に定める「取

締役会規則」のほか「職制規程」、「業務分掌ならびに決裁権

限規程」によるものとする。 

 

第６条 （財務報告の信頼性を確保するための体制） 

 当社は、財務報告の信頼性確保および、金融商品取引法に定

める内部統制報告書を有効かつ適正に作成し提出するため、財

務報告に係る内部統制を整備し、運用する体制を構築する。 

 



 

（   ） 
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第７条 （企業集団における業務の適正を確保するための体制） 

 当社は、当社グループならびに新生銀行グループ全体のリス

ク管理体制やコンプライアンス体制と整合性を持った業務運営

を確保すべく、別に定める主管部署が各グループ各社の経営全

般の管理または指導を行う。 

２． 当社は当社グループ各社の経営指導・管理に関して、別に定

める「子会社・関連会社管理規程」に基づき行うものとする。 

 

第８条 （監査役の職務を補助すべき使用人） 

 監査役は、監査の実効性を高め、かつ監査業務を円滑に遂行

するために、その職務を補助するための使用人（以下「補助使

用人という」）を置くことができる。 

 

第９条 （補助使用人の独立性） 

 補助使用人の人事異動・人事考課・賞罰等に関しては、あら

かじめ監査役会の同意を得るものとする。 

 

第10条 （監査役への報告に関する体制） 

 監査役は、監査役会の付属機関である業務監査委員会におい

て、取締役および従業員より職務の執行状況について報告を受

ける。 

２． 上記に関わらず、取締役および従業員は当社の業務または業

務に影響を与える重要な事項について監査役に都度報告するも

のとする。 

３． 取締役および従業員は監査役の職務の執行に対して協力し、

それを妨げるような行為をしてはならない。 

 

第11条 （監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制） 

 監査役は、その職務の執行のために、必要に応じ会社の費用

において社外の弁護士等の専門家を利用することができる。 

２． 監査役会は、「業務監査委員会規程」に定める事項を遵守し、

監査役は経営執行に関する情報の連携を行う。 

３． 監査役会は、代表取締役と定期的に意見交換会を開催する。 

 

第12条 （統制環境・活動） 

 取締役会は、内部統制システムの整備・運用にあたり適切な

機関及び組織を構築し、これらの権限及び職責を明確にするこ

とにより内部統制環境を整備する。 

２． 取締役会は、内部統制システムの実効性を図るために「業務

分掌ならびに決裁権限規程」等により、取締役会の指示・命令

が適切に実行される業務手続を整備する。 



 

（   ） 
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第13条 （反社会的勢力排除に向けた体制） 

 当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社

会的勢力に対しては、関係機関との連携を含め組織全体で毅然

として対応し、一切の関係を遮断する。 

２． 反社会的勢力による被害を防止するための体制について、

「倫理綱領」その他別に定める規程等をもって整備するものと

する。 

 

第14条 （遵守） 

 取締役および従業員は、本規程及び本規程に従い制定される

各諸規程類を遵守する。 

２． 第１項の違反のある場合、またはおそれがあると合理的に思

料される場合、各人は、その職業上義務がない場合でも、監査

役会または社内および社外に設置した通報窓口に対して、その

旨を通知することができる。この通知をした者は、通知をした

ことによって、就業条件その他に関して一切の不利益を受けな

いものとする。 

 

■大規模な災害等が生じた場合の業務継続体制 

 当社グループでは、大規模な災害、事故その他の当社グループ事業活

動に対する中断事由が生じた場合に、重要業務を継続し、以て顧客およ

び社会に対する責務を最大限円滑に遂行する体制確保のため、主たる重

要業務を遂行する株式会社アプラスにおいて「業務継続体制管理規程」

を制定しております。 

 同規程に基づき、災害時等における業務継続の体制、手順、権限、責

任およびそれらの発動基準等の明確化のため、想定される発生事象ごと

の「業務継続計画（Business Continuity Plan：BCP）」の策定を推進

し、また、これを実行するための課題・条件の識別と役職員の理解の常

時確保のため、教育および定期的な訓練を行うものとしております。 

 業務継続計画の整備状況や訓練等から識別した課題等については、株

式会社アプラス経営会議に報告する体制としております。 

 



 

（   ） 
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■反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および整備状況 

 当社グループでは、「倫理綱領」において「反社会的勢力による被害

防止」について定め、暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を

追求する集団または個人（いわゆる反社会的勢力）による被害を防止す

るための基本方針として、次のとおり宣言しております。 

 

① 私たちは、反社会的勢力との関係を一切持ちません。 

② 私たちは、反社会的勢力による被害を防止するために、警察・暴力

追放運動推進センター・弁護士等の外部専門機関と連携し、組織的

かつ適正に対応します。 

③ 私たちは、反社会的勢力による不当要求には一切応じず、毅然とし

て法的対応を行います。 

④ 私たちは、反社会的勢力への資金提供や裏取引を行いません。 

⑤ 私たちは、反社会的勢力の不当要求に対応する役職員の安全を確保

します。 

 

 反社会的勢力への対応については、「倫理綱領」における「反社会的

勢力による被害防止」宣言に基づき、「反社会的勢力による被害防止に

関する規程」を定めることにより、具体的な事案が発生した場合の対

応・報告の基準を示し、断固として、反社会的勢力との関係を遮断し、

排除すること、ならびに、実施にあたって適正な業務運営を確保してお

ります。また反社会的勢力との取引・関与、不当要求行為を受けた場合

の具体的な手順および心得等を示した「反社会的勢力への対応マニュア

ル」を整備するとともに、定期的なモニタリングを行い、反社会的勢力

排除に向けた対応の周知徹底を図っております。個別事案に関しては、

必要に応じ、警察・顧問弁護士とも連携し、毅然とした対応をとってお

ります。 

 

(2) 株式会社の支配に関する基本方針 

 当社では、会社の財務状況及び事業の方針の決定を支配する者のあり

方に関する基本方針については、特に定めておりません。 

 

                                     

(注) 本事業報告中の記載金額、株式数及び議決権等の比率は、表示単位未満を
切り捨てております。 



 

（   ） 
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連 結 貸 借 対 照 表 

（平成24年３月31日現在） 

 
資   産   の   部 負   債   の   部 

科     目 金   額 科     目 金   額 

 百万円  百万円 

流 動 負 債 962,994 

支払手形及び買掛金 20,301 

信 用 保 証 買 掛 金 525,966 

短 期 借 入 金 146,100 

１年以内返済予定の長期借入金 15,181 

短 期 社 債 14,000 

リ ー ス 債 務 516 

未 払 法 人 税 等 361 

預 り 金 81,969 

債権流動化預り金 121,811 

賞 与 引 当 金 1,140 

ポ イ ン ト 引 当 金 525 

割 賦 利 益 繰 延 27,015 

そ の 他 8,104 

固 定 負 債 48,244 

長 期 借 入 金 35,893 

リ ー ス 債 務 162 

繰 延 税 金 負 債 134 

退 職 給 付 引 当 金 882 

役員退職慰労引当金 143 

利息返還損失引当金 10,620 

そ の 他 408 

負 債 合 計 1,011,238 

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 85,640 

資 本 金 15,000 

資 本 剰 余 金 54,916 

利 益 剰 余 金 15,724 

自 己 株 式 △ 0 

その他の包括利益累計額 △ 2 

その他有価証券評価差額金 △ 2 

少 数 株 主 持 分 102 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

割 賦 売 掛 金 

信用保証割賦売掛金 

リ ー ス 投 資 資 産 

有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

金 銭 の 信 託 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

の れ ん 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

そ の 他 

1,059,705

89,010

339,573

525,966

666

12

6,890

101,465

24,660

△ 28,541

37,273

9,732

2,559

5,080

2,093

15,406

12,033

3,363

9

12,134

5,498

6,635 純 資 産 合 計 85,739 

資 産 合 計 1,096,978 負債・純資産合計 1,096,978 

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

（   ） 
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連 結 損 益 計 算 書 

自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

 
科          目 金       額 

 百万円 百万円 

営 業 収 益  

包 括 信 用 購 入 あ っ せ ん 収 益 12,498  

個 別 信 用 購 入 あ っ せ ん 収 益 8,951  

信 用 保 証 収 益 14,734  

融 資 収 益 16,074  

金 融 収 益 2,997  

（受 取 利 息） ( 6)  

（そ の 他） ( 2,990)  

そ の 他 の 営 業 収 益 8,549 63,805 

営 業 費 用  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 53,095  

金 融 費 用 2,306  

（支 払 利 息） ( 1,544)  

（そ の 他） ( 761) 55,402 

営 業 利 益 8,402 

営 業 外 収 益  

雑 収 入 77 77 

営 業 外 費 用  

固 定 資 産 除 却 損 22  

雑 損 失 6 29 

経 常 利 益 8,451 

特 別 損 失  

ソ フ ト ウ ェ ア 除 却 損 1,901 1,901 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,549 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 367 

法 人 税 等 調 整 額 845 

少数株主損益調整前当期純利益 5,336 

少 数 株 主 利 益 29 

当 期 純 利 益 5,307 

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

(          )



 

（   ） 

 
 

 

 

 

(25) ／ 2012/05/31 21:03 (2012/05/28 21:00) ／ wk_11809589_02_osxアプラスフィナンシャル様_招集_連結貸借対照表_P.doc 

25

連結株主資本等変動計算書 

自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

 

株 主 資 本 
 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 15,000 63,481 1,851 △ 0 80,333 

当 期 変 動 額   

資 本 剰 余 金 か ら
利益剰余金への振替

 △ 8,564 8,564 ─ 

当 期 純 利 益  5,307 5,307 

自己株式の取得  △ 0 △ 0 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)   

当 期 変 動 額 合 計 ─ △ 8,564 13,872 △ 0 5,307 

当 期 末 残 高 15,000 54,916 15,724 △ 0 85,640 

 

 

 
その他の包括
利 益 累 計 額 

 
その他有価証券
評 価 差 額 金 

少数株主持分 純資産合計   

 百万円 百万円 百万円  

当 期 首 残 高 △ 29 72 80,375  

当 期 変 動 額   

資 本 剰 余 金 か ら
利益剰余金への振替  ─  

当 期 純 利 益  5,307  

自己株式の取得  △ 0  

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 27 29 56  

当 期 変 動 額 合 計 27 29 5,364  

当 期 末 残 高 △ 2 102 85,739  

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

(          )



 

（   ） 
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連 結 注 記 表 
 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 

1. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数…………… ９社 

(2) 主要な連結子会社の名称… 株式会社アプラス 

株式会社アプラスパーソナルローン 

全日信販株式会社 

アルファ債権回収株式会社 

(3) 非連結子会社はありません。 

2. 持分法の適用に関する事項 

 当連結会計年度末において持分法を適用している会社はありません。 

3. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

ア．時価のあるもの… 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しており

ます。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。 

イ．時価のないもの… 移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 主として、定率法を採用しております。 

 ただし、東京研修会館の建物および構築物ならびに平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

ア． 自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（５～８年）に基

づく定額法を採用しております。 

イ． のれんは、10年間で均等償却を行うこととしております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を検討し、必要額を計上して

おります。 

 なお、破綻先および実質破綻先に対する債権については、債権額から回収が

可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減

額しており、その金額は93,739百万円であります。 

② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 



 

（   ） 
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③ ポイント引当金 

 ポイント制度によりお客さまに付与したポイントの使用による費用負担に備

えるため、当連結会計年度末における将来の費用負担見込額を計上しておりま

す。 

④ 退職給付引当金および前払年金費用 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 前払年金費用（3,124百万円）は、「投資その他の資産」の「その他」に含

めて記載しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員（執行役員を含む）に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当連結会計年度末における要支給額を計上しております。 

⑥ 利息返還損失引当金 

 将来の利息返還の請求に伴う損失に備えるため、過去の返還実績等を勘案し

た必要額を計上しております。 

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 収益の計上基準 

 営業収益の計上は、期日到来基準とし、次の方法によっております。 

ア．アドオン方式契約 

 包括信用購入あっせん … ７・８分法により計上する方法 

 個別信用購入あっせん … ７・８分法により計上する方法 

 信 用 保 証 … ７・８分法により計上する方法 

 (保証料契約時一括受領) 

 信 用 保 証 … 定額法により計上する方法 

 (保証料分割受領) 

イ．残債方式契約 

 包括信用購入あっせん … 残債方式により計上する方法 

 個別信用購入あっせん … 残債方式により計上する方法 

 信 用 保 証 … 残債方式により計上する方法 

 (保証料分割受領) 

 融 資 … 残債方式により計上する方法 

(注) 計上方法の内容は次のとおりであります。 

1. 上記営業収益の計上方法は、代行手数料収入、利用者手数料収入、貸付利

息収入、保証料収入、売上割戻しを対象としております。 

2. ７・８分法とは、手数料総額を分割回数の積数で按分し、各返済期日の到

来のつど積数按分額を収益計上する方法であります。 

3. 残債方式とは、元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、各返済

期日のつど算出額を収益計上する方法であります。 

② 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」の「そ

の他」に計上し、５年間で均等償却を行っております。 



 

（   ） 
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4. 追加情報 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21

年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

1. 担保に供している資産 

 現 金 及 び 預 金 60百万円 

2. 割賦売掛金を流動化した残高 

 個別信用購入あっせん債権 27,741百万円 

3. 有価証券は、信用保証業務の一環として保有している信託受益権であります。 

4. 金銭の信託は、信用保証業務の一環として設定しているものであります。 

5. 有形固定資産の減価償却累計額 5,899百万円 

6. 偶発債務 

保証債務残高のうち債権、債務とみなされない残高 23,094百万円 

従業員借入金保証残高 161百万円 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

 普 通 株 式 1,524,211,152株 

 第一回Ｂ種優先株式 2,500,000株 

 Ｄ 種 優 先 株 式 8,500,000株 

 Ｇ 種 優 先 株 式 13,000,000株 

 Ｈ 種 優 先 株 式 32,250,000株 

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

3. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

 平成24年６月28日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり提案する予定と

しております。 

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日 

Ｄ種優先株式 1,754百万円 利益剰余金 206.464円 平成24年３月31日 平成24年６月29日 

 



 

（   ） 
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（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 当社グループは、ショッピングクレジット事業、カード事業、消費者金融事業な

どの消費者向けファイナンス事業を行っております。これらの事業を行うため、金

融市場の状況や、調達と運用のバランス管理（ＡＬＭ）などの観点から、銀行借入

による間接金融のほか、短期社債の発行や債権流動化による直接金融での資金調達

を最大限活用しております。当社グループが保有する金融資産は金利変動を伴わな

いものが大半となっておりますが、金融負債は金利変動を伴うものが多く含まれて

いるため、ＡＬＭによるポートフォリオマネジメントを実施しております。 

 また、余資運用については安全性・流動性を最優先に取り組んでおり、預金や現

先による短期運用の他、知見のある領域における他社の資産または資産担保証券へ

の中長期的な運用を行い、自社の既存業務で構築した審査機能やモニタリング機能

の活用を図っております。 

 当社グループは、クレジットポリシーおよび信用リスク管理にかかる諸規程を整

備し、これらに基づいて、個別契約に対する初期与信審査、途上与信審査、信用情

報管理、内部格付、延滞債権・問題債権への対応や、加盟店に対する初期・途上管

理への対応などの総合的な与信管理に関する体制を構築し、運営しております。 

 当社グループでは、金融資産および金融負債について、金利の合理的な変動幅を

用いた時価に与える影響額を、金利の変動リスクの管理に当たっての定量的分析に

利用しております。金利以外のすべてのリスク変数が一定であることを仮定し、平

成24年３月31日現在、指標となる金利が10ベーシス・ポイント（0.1％）上昇した

ものと想定した場合には、資産の時価が1,132百万円、負債の時価が74百万円減少

し、10ベーシス・ポイント（0.1％）下落したものと想定した場合には、資産の時

価が1,144百万円、負債の時価が74百万円増加するものと把握しております。 



 

（   ） 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

 平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、次表には含めておりません（（注２）に記載のとおりであります。）。 

 連結貸借対照表
計上額 時価 差額 

 百万円 百万円 百万円 

(1) 現金及び預金 89,010 89,010 ─ 

(2) 割賦売掛金 339,573   

貸倒引当金  (＊1) △ 17,366   

割賦利益繰延 (＊2) △ 12,158   

 310,048 332,900 22,852 

(3) 金銭の信託 101,465 103,184 1,719 

(4) 有価証券および投資有価証券    

その他有価証券 5,308 5,308 ─ 

資産計 505,832 530,404 24,571 

(1) 支払手形及び買掛金 20,301 20,301 ─ 

(2) 短期借入金 146,100 146,100 ─ 

(3) 短期社債 14,000 14,000 ─ 

(4) 預り金および債権流動化預り金 203,781 203,781 ─ 

(5) 長期借入金 51,074 50,828 △ 245 

負債計 435,256 435,010 △ 245 

(*1) 割賦売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

(*2) 割賦売掛金に対応する割賦利益繰延（利用者手数料）を控除しております。 

(*3) 上記の他、信用保証割賦売掛金を含む債務保証があり、時価は△3,998百万円

であります。ただし、前受保証料19,151百万円を割賦利益繰延として計上して

おります。 

(注1) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 

 預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

(2) 割賦売掛金 

 割賦売掛金に係る利率は変動する要素が限定的であり、種類および期間に

基づく区分ごとに、元利金の合計額から割賦売掛金の管理回収にかかるコス

トを控除した金額を現在価値に割り引き、当該金額から現在の貸倒見積高を

控除して時価を算定しております。なお、時価の算定において、利息返還損

失引当金については考慮しておりません。 

(3) 金銭の信託 

 金銭の信託は信用保証業務の一環として設定しているものであり、見積将

来キャッシュ・フローの現在価値によっております。 



 

（   ） 
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(4) 有価証券および投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、信託受益権は

見積キャッシュ・フローの現在価値または取引金融機関から提示された価格

によっております。 

負債 

(1) 支払手形及び買掛金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(2) 短期借入金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(3) 短期社債 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(4) 預り金および債権流動化預り金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(5) 長期借入金 

 元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値によっております。 

債務保証 

 見積将来キャッシュ・フローの金額を現在価値に割り引き、当該金額から現

在の貸倒見積高を控除して時価を算定しております。 

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額180百万円）ならびに投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資（連結貸借対照表計上額22百万円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 有価証

券および投資有価証券」には含めておりません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １株当たり純資産額 △17円14銭 

 １株当たり当期純利益 2円33銭 

 

 



 

（   ） 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告 

  独立監査人の監査報告書   

 平成24年５月１日 
  

 

 株式会社 アプラスフィナンシャル  

 取 締 役 会 御中 
  

 
   
 有限責任監査法人 ト ー マ ツ

  
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 塚 雅 博  

   
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 奥 津 佳 樹  

  

 

  
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アプラス
フィナンシャルの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度
の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ
て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す
ることを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アプラスフィナンシャル及び連
結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 

 



 

（   ） 
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貸 借 対 照 表 

（平成24年３月31日現在） 

 
資   産   の   部 負   債   の   部 

科     目 金   額 科     目 金   額 

 百万円  百万円 

流 動 負 債 78,901 

信 用 保 証 買 掛 金 56,941 

未 払 金 21,690 

未 払 法 人 税 等 53 

預 り 金 215 

そ の 他 0 

固 定 負 債 27 

役員退職慰労引当金 27 

負 債 合 計 78,928 

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 74,531 

資 本 金 15,000 

資 本 剰 余 金 54,935 

資 本 準 備 金 3,750 

その他資本剰余金 51,185 

利 益 剰 余 金 4,595 

その他利益剰余金 4,595 

繰 越 利 益剰 余金 4,595 

自 己 株 式 △ 0 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

信用保証割賦売掛金 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 

関 係 会 社 株 式 

そ の 他 

87,352

10,372

56,941

20,346

524

△ 834

66,107

66,107

66,087

20 純 資 産 合 計 74,531 

資 産 合 計 153,460 負債・純資産合計 153,460 

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

（   ） 
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損 益 計 算 書 

自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

 
科          目 金       額 

 百万円 百万円 

営 業 収 益  

信 用 保 証 収 益 775  

金 融 収 益 4,358  

(受 取 配 当 金) ( 4,358)  

(そ の 他) ( 0)  

そ の 他 の 営 業 収 益 127 5,261 

営 業 費 用  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 797 797 

営    業    利    益 4,463 

営 業 外 収 益  

雑 収 入 9 9 

経    常    利    益 4,473 

税 引 前 当 期 純 利 益 4,473 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △ 122 

当 期 純 利 益 4,595 

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

(          )



 

（   ） 
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株主資本等変動計算書 

自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

 
株   主   資   本 

資 本 剰 余 金 利益剰余金

そ の 他
利益剰余金

 
資本金 資 本 

準備金 
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合   計 繰越利益

剰 余 金

自己株式 
株主資本 
合  計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 15,000 3,750 59,750 63,500 △ 8,564 △ 0 69,935 

当 期 変 動 額    

その他資本剰余金から
繰越利益剰余金への振替

 △ 8,564 △ 8,564 8,564  ─ 

当 期 純 利 益  4,595  4,595 

自己株式の取得  △ 0 △ 0 

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）    

当 期 変 動 額 合 計 ─ ─ △ 8,564 △ 8,564 13,160 △ 0 4,595 

当 期 末 残 高 15,000 3,750 51,185 54,935 4,595 △ 0 74,531 

 

 純資産合計       

 百万円    

当 期 首 残 高 69,935    

当 期 変 動 額    

その他資本剰余金から
繰越利益剰余金への振替 ─    

当 期 純 利 益 4,595    

自己株式の取得 △ 0    

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

   

当 期 変 動 額 合 計 4,595    

当 期 末 残 高 74,531    

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

(          )



 

（   ） 
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個 別 注 記 表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

有 価 証 券 

子 会 社 株 式…移動平均法による原価法を採用しております。 

 

2. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を検討し、必要額を計上してお

ります。 

 なお、破綻先および実質破綻先に対する債権については、債権額から回収が可

能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は404百万円であります。 

(2) 役員退職慰労引当金 

 役員（執行役員を含む）に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く当事業年度末における要支給額を計上しております。 

 

3. 収益の計上基準 

 信用保証収益は、期日到来基準とし、元本残高に対して一定率の料率で保証料を

算出し、各返済期日のつど算出額を収益計上しております。 

 

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」の「その

他」に計上し、５年間で均等償却を行っております。 

 

5. 追加情報 

 会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成

21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 



 

（   ） 
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（貸借対照表に関する注記） 

1. 偶発債務 
 重畳的債務引受による債務 120,744百万円 

 

2. 関係会社に対する金銭債権・債務 
 金 銭 債 権 29,581百万円 

 金 銭 債 務 21,692百万円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 
 営 業 取 引 高  

 営 業 収 益 4,471百万円 

 営 業 費 用 6百万円 

 上記の他、「関連当事者との取引に関する注記」に記載の取引があります。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末における自己株式の数 
 普 通 株 式 2,589株 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

1. 親会社および法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

 

2. 子会社および関連会社等 

属性 会社等の
名  称

議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

    百万円  百万円 

─   ─ 未収入金 18,997 
─   ─ 未払金 21,623 

資金の貸付 77,500 ─   ─ 
子会社 ㈱アプラス 所有 

直接 100.0％ 
役員の兼任
業務委託 

資金の回収 77,500 ─   ─ 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(1) 集金業務委託等にかかる未収入金ならびに金融機関への支払業務委託等にか

かる未払金であります。 

(2) 資金の貸付については、市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。

なお、担保の提供は受けておりません。 

 

3. 兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

 

4. 役員および個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 
 １株当たり純資産額 △24円42銭 

 １株当たり当期純利益 1円86銭 

 



 

（   ） 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告 

  独立監査人の監査報告書   

 平成24年５月１日 
  

 

 株式会社 アプラスフィナンシャル  

 取 締 役 会 御中 
  

 
   
 有限責任監査法人 ト ー マ ツ

  
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 塚 雅 博  

    
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 奥 津 佳 樹  

  

 

  
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アプ
ラスフィナンシャルの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第57期事
業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法
人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。 
 

以 上 

 



 

（   ） 
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監査役会の監査報告 

 監 査 報 告 書  

  当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第57期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本

監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及

び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務

の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３

項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され

ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び

運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い

たしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監

査法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意

思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検

討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正

に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事

項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日 企業会計審議会）等に

従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法

に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。 

 



 

（   ） 
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 ２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく

示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重

大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。 

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務

の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認め

られません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると

認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると

認めます。 

 

 平成24年５月７日  

 株式会社アプラスフィナンシャル 監査役会  

 

常勤監査役 竹 内  晃  

監 査 役 佐 藤 正 樹  

監 査 役 宇都宮 加 城  

監 査 役 加 藤 文 人  
  

 

 
（注）常勤監査役竹内晃、監査役宇都宮加城、監査役加藤文人は、会社法第２条第16

号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。 
 

   
以 上 



 

（   ） 
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第57回定時株主総会参考書類 
議案及び参考事項 

第１号議案 剰余金の処分の件 

 当社の配当政策は、財務体質の強化及び将来の事業展開、当社を取り巻

く事業環境を総合的に勘案し、中長期的な視点に立って株主の皆さまへ利

益還元を行うことを基本方針としております。 

 当期の期末配当につきましては、第２号議案「定款一部変更の件」にお

いて条件変更を予定しておりますＤ種優先株式に対し、累積未払配当金を

含め、発行条件に則り配当を実施いたしたいと存じますが、普通株式、Ｂ

種優先株式、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式に対する配当につきましては、

内部留保により財務基盤の一層の強化を図るため、誠に遺憾ながら無配と

させていただく所存でございます。 

 何卒倍旧のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

１．配当財産の種類 

 金銭 

２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

 Ｄ種優先株式 １株につき 206円46銭４厘 総額 1,754,944,000円 

３．剰余金の配当が効力を生ずる日 

 平成24年６月29日 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

１．提案の理由 

(1)  資金決済に関する法律（平成21年法律第59号）に対応するため、

定款第２条の事業目的を一部変更するものであります。 

（変更定款案第２条） 

(2)  全国証券取引所が、投資家の利便性向上を図るため売買単位を

100株へ集約することを目的に公表した「売買単位の集約に向け

た行動計画」の趣旨に鑑み、単元株式数を500株から100株に変更

するものであります。 

 なお、単元株式数の変更は平成24年７月１日をもって効力が生

ずるものとします。 

（変更定款案第８条、第12条の２、第12条の３、第12条の４及び

附則） 

(3)  株式会社新生銀行との業務・資本提携直後の平成17年２月28日

に発行されたＤ種優先株式につきましては、発行から７年が経過

し、これまで年率４％であった配当率が平成24年４月以降は増加

することや、未払配当金が将来にわたり繰り越される累積型であ

ることなど、配当条件などにおいて他の優先株式とは異なる特徴

を有しております。 



 

（   ） 
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 Ｄ種優先株式を発行して以降の事業環境は、貸金業法や割賦販

売法などの業法改正や、決済手段の多様化に伴う業界内の競争激

化など、急速に変化してまいりました。また、金融資本市場にお

きましても、米国のサブプライム問題に端を発した世界的な金融

危機や、依然動揺が続く欧州債務問題などの影響により、不透明

感のより強い状況となってまいりました。 

 当社グループにおきましては、株式会社新生銀行を中心とする

安定的な資本構成のもと、業法改正に対応し、事業構造の抜本的

な転換にいち早く取り組み、主力のクレジットカード事業や

ショッピングクレジット事業を中心に、安定的な事業基盤の構築

に努め、一定の成果を挙げてまいりました。 

 今後につきましても、安定した事業基盤をベースに、既存の事

業を複合的に発展させる形で、新たなビジネスモデルの構築に努

める所存であります。そのためには、財務基盤の一層の強化を図

ることが必要と判断し、Ｄ種優先株式の条件を見直し、現在の事

業環境に即した内容に変更するものであります。また、Ｄ種優先

株式の条件変更に伴う所要の変更及び誤字の訂正を行うものであ

ります。 

 なお、本議案は、普通株主様、Ｂ種優先株主様、Ｄ種優先株主

様、Ｇ種優先株主様及びＨ種優先株主様による各種類株主総会に

おいて「定款一部変更の件」が承認されることを条件とします。 

（変更定款案第12条、第12条の２、第12条の３、第12条の４及び

第12条の５） 

 



 

（   ） 
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２．変更の内容 

 変更の内容は、次のとおりであります。 

 （下線部分は変更箇所） 

 
現 行 定 款 変 更 定 款 案 

第１章 総  則 第１章 総  則 

第２条 (目 的) 第２条 (目 的) 
当会社は、下の事業を営むことを
目的とする。 

当会社は、下の事業を営むことを
目的とする。 

1.～7.    (省略) 1.～7.  (現行のとおり) 
8. 前払式証票の規制等に関する

法律（平成元年法律第九十二
号）第２条第４項に規定する
自家発行型前払式証票を発行
する業務若しくは同条第５項
に規定する第三者発行型前払
式証票を発行する業務又はこ
れらの証票を販売する業務。

8. 自家型及び第三者型前払式支
払手段の発行及び販売業務。 

9.～15.    (省略) 9.～15.  (現行のとおり) 

第２章 株  式 第２章 株  式 

第８条 (単元株式数) 第８条 (単元株式数) 
当会社の単元株式数は、全部の種
類の株式について、500株とす
る。 

当会社の単元株式数は、全部の種
類の株式について、100株とす
る。 

第２章の２ 優先株式 第２章の２ 優先株式 

第12条 (Ｂ種優先株式) 第12条 (Ｂ種優先株式) 
       (省略)      (現行のとおり) 
(Ｂ種優先配当金) (Ｂ種優先配当金) 
1. 当会社は、第36条に定める期

末配当を行う場合、毎事業年
度末日の最終の株主名簿に記
載又は記録されているＢ種優
先株式を有する株主（以下
「Ｂ種優先株主」という。）
又はＢ種優先株式の登録株式
質権者（以下「Ｂ種優先登録
株式質権者」という。）に対
し、普通株式又は普通登録株
式質権者に先立ち、１株につ
き年100円を限度としてＢ種
優先株式の発行に関する取締
役会決議で定める額の期末配
当（以下「Ｂ種優先配当金」
という。）を行う。 

1. 当会社は、第36条に定める期
末配当を行う場合、毎事業年
度末日の最終の株主名簿に記
載又は記録されているＢ種優
先株式を有する株主（以下
「Ｂ種優先株主」という。）
又はＢ種優先株式の登録株式
質権者（以下「Ｂ種優先登録
株式質権者」という。）に対
し、普通株主又は普通登録株
式質権者に先立ち、１株につ
き年100円を限度としてＢ種
優先株式の発行に関する取締
役会決議で定める額の期末配
当（以下「Ｂ種優先配当金」
という。）を行う。 

②～③    (省略) ②～③  (現行のとおり) 
2.～10.    (省略) 2.～10.  (現行のとおり) 



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

第12条の２(Ｄ種優先株式) 第12条の２(Ｄ種優先株式) 
(省略) (現行のとおり) 

(Ｄ種優先配当金) (Ｄ種優先配当金) 
1. 当会社は、第36条に定める期

末配当を行う場合、毎事業年
度末日の最終の株主名簿に記
載又は記録されているＤ種優
先株式を有する株主（以下
「Ｄ種優先株主」という。）
又はＤ種優先株式の登録株式
質権者（以下「Ｄ種優先登録
株式質権者」という。）に対
し、普通株主若しくは普通株
式の登録株式質権者、Ｂ種優
先株主若しくはＢ種優先登録
株式質権者、Ｇ種優先株式を
有する株主（以下「Ｇ種優先
株主」という。）若しくはＧ
種優先株式の登録株式質権者
（以下「Ｇ種優先登録株式質
権者」という。）及びＨ種優
先株式を有する株主（以下
「Ｈ種優先株主」という。）
若しくはＨ種優先株式の登録
株式質権者（以下「Ｈ種優先
登録株式質権者」という。）
又は当会社の発行するその他
のいかなる種類の株式（以下
上記普通株式及び各種類株式
を総称して「Ｄ種優先株式に
劣後する株式」という。）に
先立ち、本項第４号の金額の
期末配当（以下「Ｄ種優先配
当金」という。）を行う。 

1. 当会社は、第36条に定める期
末配当を行う場合、毎事業年
度末日の最終の株主名簿に記
載又は記録されているＤ種優
先株式を有する株主（以下
「Ｄ種優先株主」という。）
又はＤ種優先株式の登録株式
質権者（以下「Ｄ種優先登録
株式質権者」という。）に対
し、普通株主若しくは普通株
式の登録株式質権者、Ｂ種優
先株主若しくはＢ種優先登録
株式質権者、又は当会社の発
行するその他のいかなる種類
の株式（ただし、Ｇ種優先株
式及びＨ種優先株式を除く。
以下上記普通株式及び各種類
株式を総称して「Ｄ種優先株
式に劣後する株式」とい
う。）に先立ち、本項第４号
の金額の期末配当（以下「Ｄ
種優先配当金」という。）を
行う。 

②～③    (省略) ②～③  (現行のとおり) 
④ 2005年３月31日に終了する事

業年度に関しては、１株につ
きＤ種優先配当金として
2,000円（以下「Ｄ種清算価
値」という。）に４％を乗じ
た金額に、当該Ｄ種優先株式
の発行日（同日を含む。）か
ら2005年３月31日（同日を含
む。）までの実日数で日割計
算（365日）して算出された
金額を支払う。 
2005年４月１日（同日を含
む。）から2012年３月31日
（同日を含む。）までの間に
終了する各事業年度に関して
は、１株につきＤ種優先配当
金として、Ｄ種優先株主又は
Ｄ種優先登録株式質権者に対
して、Ｄ種清算価値と累積未
払配当金額との合計額の４％
に相当する額を支払うものと
する。 

④ 2005年３月31日に終了する事
業年度に関しては、１株につ
きＤ種優先配当金として
2,000円（以下「Ｄ種清算価
値」という。）に４％を乗じ
た金額に、当該Ｄ種優先株式
の発行日（同日を含む。）か
ら2005年３月31日（同日を含
む。）までの実日数で日割計
算（365日）して算出された
金額を支払う。 
2005年４月１日（同日を含
む。）から2012年３月31日
（同日を含む。）までの間に
終了する各事業年度に関して
は、１株につきＤ種優先配当
金として、Ｄ種優先株主又は
Ｄ種優先登録株式質権者に対
して、Ｄ種清算価値と累積未
払配当金額との合計額の４％
に相当する額を支払うものと
する。 



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

 2012年４月１日（同日を含
む。）から2019年３月31日
（同日を含む。）までの間に
終了する各事業年度（ただ
し、2013年３月31日（同日を
含む。）に終了する事業年度
を除く。）に関しては、１株
につきＤ種優先配当金とし
て、Ｄ種優先株主又はＤ種優
先登録株式質権者に対して、
Ｄ種清算価値に1.5％を乗じ
て算出される額に相当する金
銭を支払うものとする。 
2013年３月31日（同日を含
む。）に終了する事業年度に
関しては、１株につきＤ種優
先配当金として、Ｄ種優先株
主又はＤ種優先登録株式質権
者に対して、Ｄ種清算価値に
2.313％を乗じて算出される
額に相当する金銭を支払うも
のとする。 

2012年４月１日以降に終了す
る各事業年度に関しては、各
事業年度の１株につきＤ種優
先配当金として、Ｄ種優先株
主又はＤ種優先登録株式質権
者に対して、Ｄ種清算価値と
累積未払配当金額との合計額
にＤ種優先株式増加配当率
（以下に定義）を乗じて算出
される額に相当する金額を支
払うものとする。 

2019年４月１日以降に終了す
る各事業年度に関しては、１
株につきＤ種優先配当金とし
て、Ｄ種優先株主又はＤ種優
先登録株式質権者に対して、
Ｄ種清算価値にＤ種優先株式
増加配当率（以下に定義）を
乗じて算出される額に相当す
る金額を支払うものとする。 



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

「Ｄ種優先株式増加配当率」
の定義は、(ⅰ)直近の４月１
日及び10月１日（ただし、該
当日がロンドンにおいて銀行
間ユーロ通貨市場が開かれて
おり、銀行が営業を行ってい
る日であり、かつ当該レート
が存在する日（以下「ロンド
ン営業日」という。）でない
場合には翌ロンドン営業日）
のロンドン時間午前11時現在
の円６ヶ月物ロンドン・イン
ター・バンク・オファード・
レート（６ヶ月円LIBOR（360
日ベース））としてTelerate 
Systemsスクリーン3750ペー
ジ（取得できない場合は代替
ページ）に表示される各数値
の平均値、(ⅱ)４％からＤ種
優先株式発行日の２東京営業
日（東京において、銀行が営
業を行っている日をいう。以
下同じ。）前の東京時間午前
10時現在の東京スワップ・レ
ファレンスレート（T.S.R.）
としてTelerate Systemsスク
リーン17143ページに表示さ
れる期間７年に対応するス
ワップ・レート（以下かかる
スワップ・レートを「Ｄ種発
行日スワップレート」とい
う。）を差し引いた率及び
(ⅲ)1.5％を合計した率とす
る。Ｄ種優先株式増加配当率
は％未満小数第４位まで算出
し、その小数第４位を四捨五
入する。 

「Ｄ種優先株式増加配当率」
の定義は、(ⅰ)直近の４月１
日及び10月１日（ただし、該
当日がロンドンにおいて銀行
間ユーロ通貨市場が開かれて
おり、銀行が営業を行ってい
る日であり、かつ関連する
レートが取得可能な日（以
下、本項において「ロンドン
営業日」という。）でない場
合には翌ロンドン営業日）の
ロンドン時間午前11時現在の
ユーロ円６ヶ月物ロンドン・
インター・バンク・オファー
ド・レート（ユーロ円LIBOR
６ヶ月物（360日ベース））
としてTelerate Systemsスク
リーン3750ページ（又はその
承継ページ）に表示される各
数値の平均値、(ⅱ)1.5％か
らＤ種優先株式条件変更日
（以下に定義）の２東京営業
日（東京において、銀行が営
業を行っている日をいう。以
下同じ。）前の東京時間午前
10時現在の東京スワップ・レ
ファレンスレート（T.S.R.）
としてTelerate Systemsスク
リーン17143ページ（又はそ
の承継ページ）に表示される
期間７年に対応するスワッ
プ・レート（当日の東京時間
午前10時現在の東京スワッ
プ・レファレンスレート
（T.S.R.）を取得できない場
合には、当該レートを取得で
きる直後の東京営業日におけ
る当該レートとする。）（以
下かかるスワップ・レートを
「Ｄ種発行日スワップ・レー
ト」という。）を差し引いた
率及び(ⅲ)1.5％を合計した
率とする。Ｄ種優先株式増加
配当率は％未満小数第４位ま
で算出し、その小数第４位を
四捨五入する。 



 

（   ） 
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(累積条項) (非累積条項) 
2. ある事業年度において、Ｄ種

優先株主又はＤ種優先登録株
式質権者に対して支払う剰余
金の配当の額がＤ種優先配当
金の額に達しない場合、その
不足額は翌事業年度以降に累
積するものとする。 
累積未払配当金はＤ種優先配
当金及びＤ種優先株式に劣後
する株式に先立って支払われ
るものとする。 

2. ある事業年度において、Ｄ種
優先株主又はＤ種優先登録株
式質権者に対して支払う剰余
金の配当の額がＤ種優先配当
金の額に達しない場合、その
不足額は翌事業年度以降に累
積しないものとする。 

3.      (省略) 3.    (現行のとおり) 
(残余財産の分配) (残余財産の分配) 

4. 当会社の残余財産を分配する
ときは、Ｄ種優先株式に劣後
する株式の株主若しくは登録
株式質権者に先立ち、Ｄ種優
先株主又はＤ種優先登録株式
質権者に対し、Ｄ種優先株式
１株につき１株当たりのＤ種
優先株式取得価格（第９項に
定義する。）を支払う。 

4. 当会社の残余財産を分配する
ときは、Ｄ種優先株式に劣後
する株式の株主若しくは登録
株式質権者に先立ち、Ｄ種優
先株主又はＤ種優先登録株式
質権者に対し、Ｄ種優先株式
１株につき(ⅰ)Ｄ種清算価
値、(ⅱ)Ｄ種最終配当金額
（ 以 下 に 定 義 ） 、 及 び
(ⅲ)2019年３月31日以前に残
余財産の分配が行われる場合
には、Ｄ種早期取得費（以下
に定義）を合計した額に相当
する額を支払う。ただし、本
項の目的上、Ｄ種最終配当金
額及びＤ種早期取得費の定義
中、「取得日」を「残余財産
の分配が行われる日」と読み
替えるものとする。 

②      (省略) ②    (現行のとおり) 
(議決権) (議決権) 

5. Ｄ種優先株主は、株主総会に
おいて議決権を有しない。た
だし、Ｄ種優先株主は、定時
株主総会に優先配当金の支払
いを受ける旨の議案が提出さ
れないときはその総会のとき
から、その議案がその定時株
主総会において否決されたと
きはその総会の終結のときか
ら、優先配当金の支払いを受
ける旨の決議がなされるとき
までＤ種優先株式500株あた
り１議決権を有する。 

5. Ｄ種優先株主は、株主総会に
おいて議決権を有しない。た
だし、Ｄ種優先株主は、定時
株主総会に優先配当金の支払
いを受ける旨の議案が提出さ
れないときはその総会のとき
から、その議案がその定時株
主総会において否決されたと
きはその総会の終結のときか
ら、優先配当金の支払いを受
ける旨の決議がなされるとき
までＤ種優先株式100株あた
り１議決権を有する。 

② 当会社は、法令の定めに従
い、毎年の定時株主総会に、
Ｄ種優先株式の優先配当の支
払いに関する議案を提出する
ものとする。 

(削除) 

6.～7.    (省略) 6.～7.  (現行のとおり) 



 

（   ） 
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(Ｄ種優先株式の取得請求権及び引
換えに交付される普通株式) 

(Ｄ種優先株式の取得請求権及び引
換えに交付される普通株式) 

8. Ｄ種優先株主は、2012年４月
１日ならびにこれ以降の各年
の４月１日、７月１日、10月
１日及び１月１日(以下本項
において「取得日」とい
う。)において、下記条件に
より、その有するＤ種優先株
式を当会社が取得し、これと
引換えに、当会社の普通株式
を交付するよう請求すること
ができる。 

8. Ｄ種優先株主は、2015年６月
１日以降いつでも、下記条件
により、その有するＤ種優先
株式を当会社が取得し、これ
と引換えに、当会社の普通株
式を交付するよう請求するこ
とができる。 

② 前号の請求により、Ｄ種優先
株式を当会社が取得し、これ
と引換えに当会社が当該株主
に交付すべき当会社の普通株
式数は、Ｄ種優先株主が取得
請求のために提出したＤ種優
先株式のＤ種清算価値の総額
をその時点で有効なＤ種優先
株式交付価額で除した数とす
る。ただし、当該株式数の算
出にあたり１株未満の端数が
生じた場合には、これを切り
捨て、現金による調整は行わ
ない。 

② 前号の請求により、Ｄ種優先
株式を当会社が取得し、これ
と引換えに当会社が当該株主
に交付すべき当会社の普通株
式数は、Ｄ種優先株主が取得
請求のために提出したＤ種優
先株式のＤ種清算価値の総額
をその時点で有効なＤ種優先
株式交付価額（以下に定義）
で除した数とする。ただし、
当該株式数の算出にあたり１
株未満の端数が生じた場合に
は、これを切り捨て、現金に
よる調整は行わない。 



 

（   ） 
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(1) Ｄ種優先株式交付価額 (1) Ｄ種優先株式交付価額 
取得日における交付価額は、
当該取得日に先立つ45取引日
目に始まる連続する30取引日
の大阪証券取引所における普
通株式の取引日（以下本項に
おいて「算出期間」とい
う。）における各取引日の出
来高加重平均価格（以下「Ｖ
ＷＡＰ価格」という。）とし
て大阪証券取引所において公
表される価格（大阪証券取引
所においてＶＷＡＰ価格が公
表されない場合には、当該取
引日の東京時間の午後３時か
ら４時の間にブルームバーグ
L.P.が提供する普通株式のＶ
ＷＡＰ価格とし、かかるＶＷ
ＡＰ価格が当該取引日に提供
されない場合には、当該取引
日の大阪証券取引所における
普通株式の終値（気配表示を
含む。）とする（以下ＶＷＡ
Ｐ価格及びこれに代替する数
値 を 「 参 照 価 格 」 と い
う。））の単純平均価格に相
当する金額とする（以下「Ｄ
種優先株式交付価額」とい
う。）。ただし、Ｄ種優先株
式交付価額の計算は、円位未
満小数第２位まで算出し、そ
の小数第２位を四捨五入す
る。 

当初のＤ種優先株式交付価額
は、当会社にＤ種優先株式の
条件変更を認める当会社の定
款の変更を株主が決議した日
（2012年６月28日、本条にお
いて「Ｄ種優先株式条件変更
日」という。）の直前の取引
日の大阪証券取引所における
普通株式の終値（気配表示を
含む。）とする（以下「Ｄ種
優先株式交付価額」とい
う。）。ただし、Ｄ種優先株
式交付価額の計算は、円位未
満小数第２位まで算出し、そ
の小数第２位を四捨五入す
る。 



 

（   ） 

 
 

 

 

 

(50) ／ 2012/05/31 21:04 (2012/05/28 21:05) ／ wk_11809589_04_osxアプラスフィナンシャル様_招集_参考書類_P.doc 

50

現 行 定 款 変 更 定 款 案 

(2) 参照価格の調整 (2) Ｄ種優先株式交付価額の調整 
(イ)上記Ｄ種優先株式交付価額の

算出にあたっては、算出期間
の初日（同日を含む。）から
関連する取得日（同日を含
む。）までの期間（以下「調
整期間」という。）におい
て、下記の公式で計算すると
参照価格が下落することとな
る対価で、当会社が普通株式
を発行若しくは交付した、あ
るいは本号(2) (ロ)に従い発
行若しくは交付したとみなさ
れるときにはいつでも（株式
分割の場合はこれに含まれる
が、発行済みの新株予約権、
普通株式の交付と引換えに取
得される証券（権利）若しく
は取得させることができる証
券（権利）、その他同様の権
利を行使した時点での普通株
式の発行は除外される。）、
Ｄ種優先株式交付価額の計算
に先立ち、かかる発行若しく
は交付以前の当該調整期間に
かかる各取引日の参照価格は
以下のように引き下げられる
ものとする（以下「調整後参
照価格」という。）。調整後
参照価格は円位未満小数第２
位まで算出し、その小数第２
位を四捨五入する。 

(イ)下記の公式で計算するとＤ種
優先株式交付価額が下落する
こととなる対価で、当会社が
普通株式を発行若しくは交付
した、あるいは本号(2) (ロ)
に従い発行若しくは交付した
とみなされるときにはいつで
も（株式分割の場合はこれに
含まれるが、発行済みの新株
予約権、普通株式の交付と引
換えに取得される証券（権
利）若しくは取得させること
ができる証券（権利）、その
他同様の権利を行使した時点
での普通株式の発行は除外さ
れる。）、Ｄ種優先株式交付
価額の計算に先立ち、Ｄ種優
先株式交付価額は以下のよう
に引き下げられるものとする
（以下「調整後Ｄ種優先株式
交付価額」という。）。調整
後Ｄ種優先株式交付価額は円
位未満小数第２位まで算出
し、その小数第２位を四捨五
入する。 

  
当会社の受領対価発行前のみなし

発行済み普通株式数
＋ 

時価 
 

調整後 
参照価格 

 
＝

 
調整前

参照価格
×

発行後のみなし発行済み普通株式数 

  

  
当会社の受領対価 発行又は交付前のみな

し発行済み普通株式数
＋ 

時価 
調整後

Ｄ種優先株式
交付価額

＝

調整前
Ｄ種優先株式

交付価額
×

発行又は交付後のみなし発行済み普通株式数 

  
「みなし発行済み普通株式
数」とは、完全希薄化後（上
記のとおり、調整期間中に発
行若しくは交付される、又は
そのようにみなされる当会社
の普通株式も含む。）の発行
済み普通株式数（普通株式を
対象とする新株予約権、普通
株式の交付と引換えに取得さ
れる証券（権利）若しくは取
得させることができる証券
（権利）、その他同様の権利
がすべて、当時は行使可能
だったものとして計算され
る。）を意味するものとする
が、当会社あるいはその完全
子会社の勘定で所有あるいは
保有されている普通株式は一
切含まれないものとする。 

「みなし発行済み普通株式
数」とは、完全希薄化後の発
行済み普通株式数（普通株式
を対象とする新株予約権、普
通株式の交付と引換えに取得
される証券（権利）若しくは
取得させることができる証券
（権利）、その他同様の権利
がすべて、当時は行使可能
だったものとして計算され
る。）を意味するものとする
が、当会社あるいはその完全
子会社の勘定で所有あるいは
保有されている普通株式は一
切含まれないものとする。 



 

（   ） 
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「当会社の受領対価」とは、
該当する当会社の普通株式の
発行若しくは交付により、当
会社の普通株式の対価として
当会社が受け取った、あるい
は受け取ることになっている
現金の額、及び現金以外の対
価の公正な時価の合計額を、
さらに、普通株式を対象とす
る新株予約権、普通株式の交
付と引換えに取得される証券
（権利）若しくは取得させる
ことができる証券（権利）、
その他同様の権利を発行若し
くは交付した場合には、それ
らの行使により、当会社が受
け取った、あるいは受け取る
ことになっている現金の額、
及び現金以外の対価の公正な
時価の合計額を意味するもの
とする。 

「当会社の受領対価」とは、
該当する当会社の普通株式の
発行若しくは交付により、当
会社の普通株式の対価として
当会社が受け取った、あるい
は受け取ることになっている
現金の額、及び現金以外の対
価の公正な時価の合計額を、
さらに、普通株式を対象とす
る新株予約権、普通株式の交
付と引換えに取得される証券
（権利）若しくは取得させる
ことができる証券（権利）、
その他同様の権利を発行若し
くは交付した場合には、それ
らの行使により、当会社が受
け取った、あるいは受け取る
ことになっている現金の額、
及び現金以外の対価の公正な
時価の合計額を意味するもの
とする。 

「時価」とは、(ⅰ)普通株式
が市場で取引されている場合
には、時価の決定日に先立つ
45取引日に始まる30取引日の
大阪証券取引所における普通
株式の毎日の１株当たり終値
（気配表示を含む。）の単純
平均価格（終値のない日は除
く。）、(ⅱ)普通株式が市場
で取引されていない場合に
は、当会社の取締役会が誠意
をもって決定する普通株式の
公正な時価を意味するものと
する。単純平均価格は円位未
満小数第２位まで計算され、
その小数第２位は四捨五入さ
れる。 

「時価」とは、(ⅰ)普通株式
が市場で取引されている場合
には、調整後Ｄ種優先株式交
付価額を適用する日に先立つ
45取引日に始まる30取引日の
大阪証券取引所における普通
株式の毎日の１株当たり終値
（気配表示を含む。）の単純
平均価格（終値のない日は除
く。）、(ⅱ)普通株式が市場
で取引されていない場合に
は、当会社の取締役会が誠意
をもって決定する普通株式の
公正な時価を意味するものと
する。単純平均価格は円位未
満小数第２位まで計算され、
その小数第２位は四捨五入さ
れる。 



 

（   ） 
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(ロ)新株予約権の発行 (ロ)新株予約権の発行 
当会社が普通株式を対象とす
る新株予約権、普通株式の交
付と引換えに取得される証券
（権利）若しくは取得させる
ことができる証券（権利）、
その他同様の権利を発行、若
しくは交付する場合、かかる
発行若しくは交付を、当該新
株予約権、その他同様の権利
を行使により発行可能若しく
は交付可能な普通株式の発行
若しくは交付であるとみな
し、これらの権利により当初
条件に従い発行若しくは交付
可能な数の当会社の普通株式
が、かかる新株予約権、ある
いはその他同様の権利の発行
日若しくは交付日に発行若し
くは交付されたものとみな
す。 

当会社が普通株式を対象とす
る新株予約権、普通株式の交
付と引換えに取得される証券
（権利）若しくは取得させる
ことができる証券（権利）、
その他同様の権利を発行、若
しくは交付する場合、かかる
発行若しくは交付を、当該新
株予約権、普通株式の交付と
引換えに取得される証券（権
利）若しくは取得させること
ができる証券（権利）、又は
その他同様の権利を行使によ
り発行可能若しくは交付可能
な普通株式の発行若しくは交
付であるとみなし、これらの
権利により当初条件に従い発
行若しくは交付可能な数の当
会社の普通株式が、かかる新
株予約権、普通株式の交付と
引換えに取得される証券（権
利）若しくは取得させること
ができる証券（権利）、又は
その他同様の権利の発行日若
しくは交付日に発行若しくは
交付されたものとみなす。 

(ハ)株式分割 (ハ)株式分割 
株式分割によって普通株式が
発行された場合、上記参照価
格の調整に関しては、かかる
株式分割により株式を取得す
る株主を定めるための基準日
（基準日を定めない場合には
効力発生日）の翌日に当該普
通株式が発行されたものとみ
なされるものとする。 

株式分割によって普通株式が
発行された場合、上記Ｄ種優
先株式交付価額の調整に関し
ては、かかる株式分割により
株式を取得する株主を定める
ための基準日（基準日を定め
ない場合には効力発生日）の
翌日に当該普通株式が発行さ
れたものとみなされるものと
する。 

(ニ)配当その他の分配 (ニ)配当その他の分配 
当会社が、調整期間中に、普
通株式に関し、配当を支払若
しくは普通株主に対してその
ほかの分配を行った場合（た
だし、本項において該当しな
いとされる株式分割及び株式
配当を除く。）、Ｄ種優先株
式取得価額はかかる配当の１
株あたり金額（若しくは現金
以外による配当若しくは分配
の場合において、当会社の取
締役会で合理的に決定された
当該配当及び分配の一株あた
りの公正市場価格）に相当す
る額を減額する。 

当会社が、普通株式に関し、
配当を支払若しくは普通株主
に対してそのほかの分配を
行った場合（ただし、本項に
おいて該当しないとされる株
式分割及び株式配当を除
く。）、Ｄ種優先株式交付価
額はかかる配当の１株あたり
金額（若しくは現金以外によ
る配当若しくは分配の場合に
おいて、当会社の取締役会で
合理的に決定された当該配当
及び分配の１株あたりの公正
市場価格）に相当する額を減
額する。 



 

（   ） 

 
 

 

 

 

(53) ／ 2012/05/31 21:04 (2012/05/28 21:05) ／ wk_11809589_04_osxアプラスフィナンシャル様_招集_参考書類_P.doc 

53

現 行 定 款 変 更 定 款 案 

(ホ)その他取締役会が定める調整 (ホ)その他取締役会が定める調整 
本項(2) (イ)で規定されてい
る調整に加え、(ⅰ)合併、減
資、自己株式の取得、普通株
式の併合、(ⅱ)普通株式数の
変更、あるいは普通株式数の
変更の可能性を生じさせる事
由の発生、(ⅲ)参照価格を調
整すべき事由が２つ以上相接
して発生し、一方の事由に基
づく調整後参照価格の算出に
関して使用すべき時価が、他
方の事由によって影響されて
いるとみなされる場合のうち
いずれかが発生した場合に
は、当会社の取締役会が適当
と判断する参照価格に調整さ
れるものとする。 

本項(2) (イ)乃至(ニ)で規定
されている調整に加え、(ⅰ)
合併、減資、自己株式の取
得、普通株式の併合、(ⅱ)普
通株式数の変更、あるいは普
通株式数の変更の可能性を生
じさせる事由の発生、(ⅲ)Ｄ
種優先株式交付価額を調整す
べき事由が２つ以上相接して
発生し、一方の事由に基づく
調整後Ｄ種優先株式交付価額
の算出に関して使用すべき時
価が、他方の事由によって影
響されているとみなされる場
合のうちいずれかが発生した
場合には、当会社の取締役会
が適当と判断するＤ種優先株
式交付価額に調整されるもの
とする。 

(へ)解釈 (へ)解釈 
この本項に不明瞭な点がある
場合、又は取得価額が調整さ
れることとされていない何ら
かの事由に関連して当会社の
取締役会が参照価格の調整す
ることが公正であると誠意を
もって考える場合、当会社の
取締役会は、この本項の目的
に照らし、公平かつ均衡であ
ると妥当に判断したときに参
照価格を調整する権利を有す
るものとする。 

この本項に不明瞭な点がある
場合、又はＤ種優先株式交付
価額が調整されることとされ
ていない何らかの事由に関連
して当会社の取締役会がＤ種
優先株式交付価額を調整する
ことが公正であると誠意を
もって考える場合、当会社の
取締役会は、この本項の目的
に照らし、公平かつ均衡であ
ると妥当に判断したときにＤ
種優先株式交付価額を調整す
る権利を有するものとする。 



 

（   ） 

 
 

 

 

 

(54) ／ 2012/05/31 21:04 (2012/05/28 21:05) ／ wk_11809589_04_osxアプラスフィナンシャル様_招集_参考書類_P.doc 

54
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(新設) (当会社の普通株式を対価とす
る取得条項) 

 9. 当会社は、2015年６月１日
（同日を含む。）から2017年
５月31日（同日を含む。）ま
での期間、当会社の取締役会
決議により定める日をもっ
て、Ｄ種優先株主及びＤ種優
先登録株式質権者に対して35
日以上90日以内に事前通知を
行った上で、発行済みＤ種優
先株式の全部又は一部を取得
し、当該取得と引換えにＤ種
優先株式のＤ種清算価値の総
額をその時点で有効なＤ種優
先株式交付価額で除した数の
当会社の普通株式を交付する
ことができる。ただし、当会
社の普通株式の時価（上記通
知の送付日付で前項第２号
(2) (イ)に定めるところに従
い計算されたもの。）がその
時点で有効なＤ種優先株式交
付価額の150％を上回った場
合に限る。また、当該株式数
の算出にあたり１株未満の端
数が生じた場合には、会社法
第234条に定める方法により
これを取り扱う。 

 ② Ｄ種優先株式の一部につき、
本項に基づく取得を行う場合
は、按分比例（端数について
は抽選）により行う。 

(当会社による取得条項) (当会社による取得条項) 
9. 当会社は、2010年４月１日

（同日を含む。）以降随時、
取締役会の決議により定める
日（以下本項において「取得
日」という。）をもって、Ｄ
種優先株主又はＤ種優先登録
株式質権者に対して35日以上
90日以内に事前通知を行った
上で、発行済みＤ種優先株式
の全て若しくは一部を取得
し、当該取得と引換えにＤ種
優先株式１株につき、Ｄ種優
先株式取得価格（以下に定
義）相当額の金銭を交付する
ことができる。 

10. 当会社は、いつでも（ただ
し、2017年６月１日以降に限
る。）、取締役会の決議によ
り定める日（以下本項におい
て「取得日」という。）を
もって、Ｄ種優先株主又はＤ
種優先登録株式質権者に対し
て35日以上90日以内に事前通
知を行った上で、発行済みＤ
種優先株式の全て若しくは一
部を取得し、当該取得と引換
えにＤ種優先株式１株につ
き、Ｄ種優先株式取得価格
（以下に定義）相当額の金銭
を交付することができる。 



 

（   ） 
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「Ｄ種優先株式取得価格」
は、(ⅰ)Ｄ種清算価値、(ⅱ)
取得の対象となるＤ種優先株
式にかかる累積未払配当金、
(ⅲ)最終配当金額（以下に定
義）及び(ⅳ)2012年３月31日
以前に取得が行われる場合に
おいては、Ｄ種早期取得費
（以下に定義）を合計した額
に相当する額とする。 

「Ｄ種優先株式取得価格」
は、(ⅰ)Ｄ種清算価値、(ⅱ)
Ｄ種最終配当金額（以下に定
義）及び(ⅲ)2019年３月31日
以前に取得が行われる場合に
おいては、Ｄ種早期取得費
（以下に定義）を合計した額
に相当する額とする。 

「最終配当金額」とは、
(ⅰ)2012年３月31日以前にお
いては、Ｄ種清算価値に４％
を乗じた金額を、取得日の属
する事業年度における事業年
度初日から取得日（同日を含
む。）までの実日数で日割計
算（365日）した金額、又
は、(ⅱ)2012年４月１日以降
においては、Ｄ種清算価値に
その時点で有効なＤ種優先株
式増加配当率を乗じた金額
を、取得日の属する事業年度
における事業年度初日から取
得日（同日を含む。）までの
実日数で日割計算（365日）
した金額に相当する金額を意
味する。ただし、上記(ⅰ)又
は(ⅱ)で特定された金額から
は、かかる最終配当金額が計
算される事業年度において支
払われた全ての中間配当金額
が差し引かれるものとする。

「Ｄ種最終配当金額」とは、
(ⅰ)取得日が2019年３月31日
以前に開始する事業年度に属
する場合は、Ｄ種清算価値に
1.5％を乗じた金額を、取得
日の属する事業年度における
事業年度初日から取得日（同
日を含む。）までの実日数で
日割計算（365日）した金
額、又は、(ⅱ)取得日が2019
年４月１日以降に開始する事
業年度に属する場合は、Ｄ種
清算価値にその時点で有効な
Ｄ種優先株式増加配当率を乗
じた金額を、取得日の属する
事業年度における事業年度初
日から取得日（同日を含
む。）までの実日数で日割計
算（365日）した金額に相当
する金額を意味する。ただ
し、上記(ⅰ)又は(ⅱ)で特定
された金額からは、かかるＤ
種最終配当金額が計算される
事業年度において支払われた
全てのＤ種優先中間配当金額
が差し引かれるものとする。 



 

（   ） 
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「Ｄ種早期取得費」とは、
(ⅰ)Ｄ種清算価値に、(ⅱ)Ｄ
種発行日スワップレートから
取得日の５東京営業日前の東
京時間午前10時現在の東京ス
ワップ・レファレンスレート
（T.S.R.）としてTelerate 
Systemsスクリーン17143ペー
ジに表示される、取得日から
2012年３月31日までの期間
（本項において「取得費計算
期間」という。）に対応する
スワップレート（取得日が
2011年４月１日以降の場合に
は、当該取得日の５ロンドン
営業日前のロンドン時間午前
11時現在の円貨ロンドン・イ
ンター・バンク・オファー
ド・レート（円LIBOR（360日
ベース））として、Telerate 
Systemsスクリーン3750ペー
ジ（取得できない場合は代替
ページ)に表示される数値と
する。）（対応する期間がな
い場合は線形補完で計算した
レートとする。）を減じた率
（ただし、かかる計算の結果
が０以下の場合には、当該計
算によって得られた率は０と
する。）を乗じた額に、(ⅲ)
取得日から2012年３月31日
（同日を含む。）までの実日
数を乗じ、365で除して得ら
れた額に相当する額とする。
なお、Ｄ種優先株式取得価
格、最終配当金額及びＤ種早
期取得費は円位未満小数第４
位まで算出し、その小数第４
位を四捨五入する。 

「Ｄ種早期取得費」とは、
(ⅰ)Ｄ種清算価値に、(ⅱ)Ｄ
種発行日スワップ・レートか
ら取得日の５東京営業日前の
東京時間午前10時現在の東京
スワップ・レファレンスレー
ト（T.S.R.）としてTelerate 
Systemsスクリーン17143ペー
ジ（又はその承継ページ）に
表示される、取得日から2019
年３月31日までの期間（以
下、本項において「取得費計
算期間」という。）に対応す
るスワップ・レート（当日の
東京時間午前10時現在の当該
スワップ・レートを取得でき
ない場合には、当該レートを
取得できる直前の東京営業日
における当該レートとす
る。）（取得日が2018年４月
１日以降の場合には、当該取
得日の５ロンドン営業日前の
ロンドン時間午前11時現在の
ユーロ円ロンドン・イン
ター・バンク・オファード・
レート（円LIBOR（360日ベー
ス ） ） と し て 、 Telerate 
Systemsスクリーン3750ペー
ジ（又はその承継ページ）に
表示される、取得費計算期間
に対応する数値とする。）
（対応する期間がない場合は
線形補完で計算したレートと
する。）を減じた率（ただ
し、かかる計算の結果が０以
下の場合には、当該計算に
よって得られた率は０とす
る。）を乗じた額に、(ⅲ)取
得日から2019年３月31日（同
日を含む。）までの実日数を
乗じ、365で除して得られた
額に相当する額とする。な
お、Ｄ種優先株式取得価格、
Ｄ種最終配当金額及びＤ種早
期取得費は円位未満小数第４
位まで算出し、その小数第４
位を四捨五入する。 

②      (省略) ②    (現行のとおり) 



 

（   ） 

 
 

 

 

 

(57) ／ 2012/05/31 21:04 (2012/05/28 21:05) ／ wk_11809589_04_osxアプラスフィナンシャル様_招集_参考書類_P.doc 

57

現 行 定 款 変 更 定 款 案 

(株主による取得請求) (株主による取得請求権) 
10. 株式会社新生銀行ならびにそ

の子会社及び関係会社により
合計で当会社の50％超の発行
済普通株式が所有されないこ
ととなった場合、Ｄ種優先株
主は、Ｄ種優先株式の全部を
当会社が取得するよう、当会
社に対し請求することができ
る。 

11. 株式会社新生銀行ならびにそ
の子会社及び関係会社により
合計で当会社の50％超の発行
済普通株式が所有されないこ
ととなった場合、Ｄ種優先株
主は、Ｄ種優先株式の全部を
当会社が取得するよう、当会
社に対し請求することができ
る。 

② 前号にかかる取得価格は、１
株につき当該請求によって行
われるＤ種優先株式の取得の
取得日に有効なＤ種優先株式
取得価格に相当する額とす
る。 

② 前号にかかる取得価格は、１
株につき当該請求によって行
われるＤ種優先株式の取得日
に有効なＤ種優先株式取得価
格に相当する額とする。 

(株主による取得請求及び当該
取得と引換えに交付される普通
株式又は金銭) 

(削除) 

11. 当会社の、ある事業年度末若
しくは第２四半期末における
純資産額が560億円を下回
り、かかる事実を示す当該事
業年度末若しくは第２四半期
末における財務諸表が決算短
信若しくは第２四半期決算短
信において公表された場合に
は、Ｄ種優先株主は、当該財
務諸表の公表後30日以内、又
は、当該事業年度末若しくは
第２四半期末から90日以内に
決算短信若しくは第２四半期
決算短信が公表されなかった
場合には、当該90日の経過後
30日以内（以下本項において
上記各期間を「請求期間」と
いう。）に、当会社に対して
通知をすることにより、当会
社に対して、法律によって許
容される範囲で、当会社の選
択により(ⅰ)Ｄ種優先株式を
取得し当該取得と引換えに普
通株式を交付すること、又は
(ⅱ)Ｄ種優先株式を取得し当
該取得と引換えに金銭を交付
すること、のいずれかを行う
ことを請求することができ
る。 

 



 

（   ） 
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② 前号(ⅰ)により普通株式が交
付される場合は、本条第８項
の取得日を請求期間満了後16
営業日以内で当会社の取締役
会で定める日と読替えて算出
されるＤ種優先株式交付価額
で、請求されたＤ種優先株式
のＤ種清算価値の総額を除し
て得られる数の当会社の普通
株式を交付するものとする。
ただし、当該株式数の算出に
あたり１株未満の端数が生じ
た場合には、これを切り捨
て、現金による調整を行わな
い。 

 

③ 第１号(ⅱ)によりＤ種優先株
式が当会社により取得され当
該取得と引換えに金銭が交付
される場合には、当該Ｄ種優
先株式の取得と引換えに請求
期間満了後16営業日以内で当
会社の取締役会で定める日に
おけるＤ種優先株式取得価格
相当額の金銭が交付されるも
のとする。この場合、取得請
求されたＤ種優先株式の一部
について金銭の交付をすると
きは、Ｄ種優先株式の持株比
率に応じた按分比例方式（端
数について抽選）により行
い、金銭の交付がなされない
部分については、当該取得と
引換えに前号に従って算出さ
れる数の普通株式が交付され
るものとする。 

 

12.      (省略) 12.    (現行のとおり) 



 

（   ） 
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第12条の３(Ｇ種優先株式) 第12条の３(Ｇ種優先株式) 
(省略) (現行のとおり) 

(Ｇ種優先配当金) (Ｇ種優先配当金) 
1. 当会社は、第36条に定める期

末配当を行う場合、毎事業年
度末日の最終の株主名簿に記
載又は記録されているＧ種優
先株主又はＧ種優先登録株式
質権者に対し、毎事業年度末
日の最終の株主名簿に記載又
は記録されている普通株主若
しくは普通登録株式質権者、
Ｂ種優先株主若しくはＢ種優
先登録株式質権者又は当会社
の発行するその他のいかなる
種類の株式（ただし、Ｄ種優
先株式及びＨ種優先株式を除
く。以下、上記普通株式、な
らびにＤ種優先株式及びＨ種
優先株式を除く種類株式を総
称して「Ｇ種優先株式に劣後
する株式」という。）を有す
る株主若しくはかかる株式の
登録株式質権者に先立ち、本
項第２号に定める金額の期末
配当（以下「Ｇ種優先配当
金」という。）を行う。ただ
し、本条第４項に定めるＧ種
優先中間配当金が支払われた
場合には、本号のＧ種優先配
当金の支払いは、Ｇ種優先中
間配当金を差し引いた額によ
る。 

1. 当会社は、第36条に定める期
末配当を行う場合、毎事業年
度末日の最終の株主名簿に記
載又は記録されているＧ種優
先株式を有する株主（以下
「Ｇ種優先株主」という。）
又はＧ種優先株式の登録株式
質権者（以下「Ｇ種優先登録
株式質権者」という。）に対
し、毎事業年度末日の最終の
株主名簿に記載又は記録され
ている普通株主若しくは普通
登録株式質権者、Ｂ種優先株
主若しくはＢ種優先登録株式
質権者又は当会社の発行する
その他のいかなる種類の株式
（ただし、Ｄ種優先株式及び
Ｈ種優先株式を除く。以下、
上記普通株式、ならびにＤ種
優先株式及びＨ種優先株式を
除く種類株式を総称して「Ｇ
種優先株式に劣後する株式」
という。）を有する株主若し
くはかかる株式の登録株式質
権者に先立ち、本項第２号に
定める金額の期末配当（以下
「Ｇ種優先配当金」とい
う。）を行う。ただし、本条
第４項に定めるＧ種優先中間
配当金が支払われた場合に
は、本号のＧ種優先配当金の
支払いは、Ｇ種優先中間配当
金を差し引いた額による。 

②      (省略) ②    (現行のとおり) 
2.～5.    (省略) 2.～5.  (現行のとおり) 
(議決権) (議決権) 

6. Ｇ種優先株主は、株主総会に
おいて議決権を有しない。た
だし、Ｇ種優先株主は、定時
株主総会にＧ種優先配当金の
支払いを受ける旨の議案が提
出されないときは当該総会の
時から、Ｇ種優先配当金の支
払いを受ける旨の議案が定時
株主総会において否決された
ときは当該総会の終結の時か
ら、Ｇ種優先配当金の支払い
を受ける旨の決議がなされる
ときまでＧ種優先株式500株
あたり１議決権を有する。 

6. Ｇ種優先株主は、株主総会に
おいて議決権を有しない。た
だし、Ｇ種優先株主は、定時
株主総会にＧ種優先配当金の
支払いを受ける旨の議案が提
出されないときは当該総会の
時から、Ｇ種優先配当金の支
払いを受ける旨の議案が定時
株主総会において否決された
ときは当該総会の終結の時か
ら、Ｇ種優先配当金の支払い
を受ける旨の決議がなされる
ときまでＧ種優先株式100株
あたり１議決権を有する。 

7.      (省略) 7.    (現行のとおり) 



 

（   ） 
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(Ｇ種優先株式の取得) (Ｇ種優先株式の取得) 
8. 当会社は、Ｄ種優先株式の発

行済み株式総数が０となった
時以降いつでも、Ｇ種優先株
式を取得することができる。

8. 当会社は、いつでも、Ｇ種優
先株式を取得することができ
る。 

9.～10.    (省略) 9.～10.  (現行のとおり) 
(金銭を対価とする取得条項) (金銭を対価とする取得条項) 

11. 当会社は、Ｄ種優先株式の発
行済み株式総数が０となった
日以降いつでも（ただし、
2013 年４月１日以降に限
る。）、当会社の取締役会の
決議により定める日（以下、
本項において「取得日」とい
う。）をもって、Ｇ種優先株
主及びＧ種優先登録株式質権
者に対して35日以上90日以内
に事前通知を行った上で、発
行済みＧ種優先株式の全部又
は一部を取得し、当該取得と
引換えにＧ種優先株式１株に
つき、Ｇ種優先株式取得価格
（以下に定義）相当額の金銭
を交付することができる。 

11. 当会社は、いつでも（ただ
し、2013年４月１日以降に限
る。）、当会社の取締役会の
決議により定める日（以下、
本項において「取得日」とい
う。）をもって、Ｇ種優先株
主及びＧ種優先登録株式質権
者に対して35日以上90日以内
に事前通知を行った上で、発
行済みＧ種優先株式の全部又
は一部を取得し、当該取得と
引換えにＧ種優先株式１株に
つき、Ｇ種優先株式取得価格
（以下に定義）相当額の金銭
を交付することができる。 

「Ｇ種優先株式取得価格」と
は、(ⅰ)Ｇ種清算価値、(ⅱ)
Ｇ種最終配当金額(以下に定
義)、及び(ⅲ)2015年３月31
日以前に取得が行われる場合
においては、Ｇ種早期取得費
（以下に定義）を合計した額
に相当する額を意味する。 

「Ｇ種優先株式取得価格」と
は、(ⅰ)Ｇ種清算価値、(ⅱ)
Ｇ種最終配当金額（以下に定
義）、及び(ⅲ)2015年３月31
日以前に取得が行われる場合
においては、Ｇ種早期取得費
（以下に定義）を合計した額
に相当する額を意味する。 

「Ｇ種最終配当金額」とは、
(ⅰ)取得日が2015年３月31日
以前に開始する事業年度に属
する場合は、Ｇ種清算価値に
1.5％を乗じた金額を、当該
事業年度の初日から取得日
（同日を含む。）までの実日
数で日割計算した金額、又は
(ⅱ)取得日が2015年４月１日
以降に開始する事業年度に属
する場合は、Ｇ種清算価値に
その時点で有効なＧ種優先株
式増加配当率を乗じた金額
を、取得日の属する事業年度
における事業年度初日から取
得日（同日を含む。）までの
日数で日割計算した金額に相
当する金額を意味する。ただ
し、上記(ⅰ)又は(ⅱ)により
計算された金額から、取得日
が属する事業年度において支
払われた全てのＧ種優先中間
配当金の額が差し引かれるも
のとする。 

「Ｇ種最終配当金額」とは、
(ⅰ)取得日が2015年３月31日
以前に開始する事業年度に属
する場合は、Ｇ種清算価値に
1.5％を乗じた金額を、当該
事業年度の初日から取得日
（同日を含む。）までの実日
数で日割計算した金額、又は
(ⅱ)取得日が2015年４月１日
以降に開始する事業年度に属
する場合は、Ｇ種清算価値に
その時点で有効なＧ種優先株
式増加配当率を乗じた金額
を、取得日の属する事業年度
における事業年度初日から取
得日（同日を含む。）までの
日数で日割計算した金額に相
当する金額を意味する。ただ
し、上記(ⅰ)又は(ⅱ)により
計算された金額から、取得日
が属する事業年度において支
払われた全てのＧ種優先中間
配当金の額が差し引かれるも
のとする。 



 

（   ） 

 
 

 

 

 

(61) ／ 2012/05/31 21:04 (2012/05/28 21:05) ／ wk_11809589_04_osxアプラスフィナンシャル様_招集_参考書類_P.doc 

61

現 行 定 款 変 更 定 款 案 

「Ｇ種早期取得費」とは、
(ⅰ)Ｇ種清算価値に、(ⅱ)Ｇ
種発行日スワップ・レートか
ら、取得日の５東京営業日前
の日の東京時間午前10時現在
の東京スワップ・レファレン
スレート（T.S.R.）として
Telerate Systemsスクリーン
17143ページ（又はその承継
ページ）に表示される、取得
日から2015年３月31日までの
期間（以下、本項において
「取得費計算期間」とい
う。）に対応するスワップ・
レート（当日の東京時間午前
10時現在の当該スワップ・
レートを取得できない場合に
は、当該レートを取得できる
直前の東京営業日における当
該レートとする。）（ただ
し、取得日が2014年４月１日
以降の場合には、当該取得日
の５ロンドン営業日前の日の
ロンドン時間午前11時現在の
ユーロ円ロンドン・イン
ター・バンク・オファード・
レート（円LIBOR（360日ベー
ス ） ） と し て Telerate 
Systemsスクリーン3750ペー
ジ（又はその承継ページ）に
表示される、取得費計算期間
に対応する数値とする。）
（なお、いずれの場合も対応
する期間がない場合は線形補
完で計算したレートとす
る。）を減じた率（ただし、
かかる計算の結果が０以下の
場合には、当該計算によって
得られた率を０とする。）を
乗じた額に、(ⅲ)取得日から
2015年３月31日（同日を含
む。）までの実日数を乗じ、
365で除して得られた額に相
当する金額とする。ただし、
Ｇ種優先株式取得価格、Ｇ種
最終配当金額及びＧ種早期取
得費の計算は円位未満小数第
４位まで算出し、その小数第
４位を四捨五入する。 

「Ｇ種早期取得費」とは、
(ⅰ)Ｇ種清算価値に、(ⅱ)Ｇ
種発行日スワップ・レートか
ら、取得日の５東京営業日前
の日の東京時間午前10時現在
の東京スワップ・レファレン
スレート（T.S.R.）として
Telerate Systemsスクリーン
17143ページ（又はその承継
ページ）に表示される、取得
日から2015年３月31日までの
期間（以下、本項において
「取得費計算期間」とい
う。）に対応するスワップ・
レート（当日の東京時間午前
10時現在の当該スワップ・
レートを取得できない場合に
は、当該レートを取得できる
直前の東京営業日における当
該レートとする。）（ただ
し、取得日が2014年４月１日
以降の場合には、当該取得日
の５ロンドン営業日前の日の
ロンドン時間午前11時現在の
ユーロ円ロンドン・イン
ター・バンク・オファード・
レート（円LIBOR（360日ベー
ス ） ） と し て Telerate 
Systemsスクリーン3750ペー
ジ（又はその承継ページ）に
表示される、取得費計算期間
に対応する数値とする。）
（なお、いずれの場合も対応
する期間がない場合は線形補
完で計算したレートとす
る。）を減じた率（ただし、
かかる計算の結果が０以下の
場合には、当該計算によって
得られた率を０とする。）を
乗じた額に、(ⅲ)取得日から
2015年３月31日（同日を含
む。）までの実日数を乗じ、
365で除して得られた額に相
当する金額とする。ただし、
Ｇ種優先株式取得価格、Ｇ種
最終配当金額及びＧ種早期取
得費の計算は円位未満小数第
４位まで算出し、その小数第
４位を四捨五入する。 

②      (省略) ②    (現行のとおり) 



 

（   ） 
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(金銭を対価とする取得請求権) (金銭を対価とする取得請求権) 
12. 株式会社新生銀行ならびにそ

の子会社及び関係会社により
合計で当会社の50％超の発行
済普通株式が所有されないこ
ととなった場合、Ｄ種優先株
式の発行済み株式総数が０と
なった時以降、Ｇ種優先株主
は、Ｇ種優先株式の全部を当
会社が取得するよう、当会社
に対し請求することができ
る。 

12. 株式会社新生銀行ならびにそ
の子会社及び関係会社により
合計で当会社の50％超の発行
済普通株式が所有されないこ
ととなった場合、Ｇ種優先株
主は、Ｇ種優先株式の全部を
当会社が取得するよう、当会
社に対し請求することができ
る。 

②      (省略) ②    (現行のとおり) 
13.      (省略) 13.    (現行のとおり) 

第12条の４(Ｈ種優先株式) 第12条の４(Ｈ種優先株式) 
(省略) (現行のとおり) 

(Ｈ種優先配当金) (Ｈ種優先配当金) 
1. 当会社は、第36条に定める期

末配当を行う場合、毎事業年
度末日の最終の株主名簿に記
載又は記録されているＨ種優
先株主又はＨ種優先登録株式
質権者に対し、毎事業年度末
日の最終の株主名簿に記載又
は記録されている普通株主若
しくは普通登録株式質権者、
Ｂ種優先株主若しくはＢ種優
先登録株式質権者又は当会社
の発行するその他のいかなる
種類の株式（ただし、Ｄ種優
先株式及びＧ種優先株式を除
く。以下、上記普通株式、な
らびにＤ種優先株式及びＧ種
優先株式を除く種類株式を総
称して「Ｈ種優先株式に劣後
する株式」という。）を有す
る株主若しくはかかる株式の
登録株式質権者に先立ち、本
項第２号に定める金額の期末
配当（以下「Ｈ種優先配当
金」という。）を行う。ただ
し、本条第４項に定めるＨ種
優先中間配当金が支払われた
場合には、本号のＨ種優先配
当金の支払いは、Ｈ種優先中
間配当金を差し引いた額によ
る。 

1. 当会社は、第36条に定める期
末配当を行う場合、毎事業年
度末日の最終の株主名簿に記
載又は記録されているＨ種優
先株式を有する株主（以下
「Ｈ種優先株主」という。）
又はＨ種優先株式の登録株式
質権者（以下「Ｈ種優先登録
株式質権者」という。）に対
し、毎事業年度末日の最終の
株主名簿に記載又は記録され
ている普通株主若しくは普通
登録株式質権者、Ｂ種優先株
主若しくはＢ種優先登録株式
質権者又は当会社の発行する
その他のいかなる種類の株式
（ただし、Ｄ種優先株式及び
Ｇ種優先株式を除く。以下、
上記普通株式、ならびにＤ種
優先株式及びＧ種優先株式を
除く種類株式を総称して「Ｈ
種優先株式に劣後する株式」
という。）を有する株主若し
くはかかる株式の登録株式質
権者に先立ち、本項第２号に
定める金額の期末配当（以下
「Ｈ種優先配当金」とい
う。）を行う。ただし、本条
第４項に定めるＨ種優先中間
配当金が支払われた場合に
は、本号のＨ種優先配当金の
支払いは、Ｈ種優先中間配当
金を差し引いた額による。 

②      (省略) ②    (現行のとおり) 
2.～5.    (省略) 2.～5.  (現行のとおり) 



 

（   ） 
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(議決権) (議決権) 
6. Ｈ種優先株主は、株主総会に

おいて議決権を有しない。た
だし、Ｈ種優先株主は、定時
株主総会にＨ種優先配当金の
支払いを受ける旨の議案が提
出されないときは当該総会の
時から、Ｈ種優先配当金の支
払いを受ける旨の議案が定時
株主総会において否決された
ときは当該総会の終結の時か
ら、Ｈ種優先配当金の支払い
を受ける旨の決議がなされる
ときまでＨ種優先株式500株
当たり１議決権を有する。 

6. Ｈ種優先株主は、株主総会に
おいて議決権を有しない。た
だし、Ｈ種優先株主は、定時
株主総会にＨ種優先配当金の
支払いを受ける旨の議案が提
出されないときは当該総会の
時から、Ｈ種優先配当金の支
払いを受ける旨の議案が定時
株主総会において否決された
ときは当該総会の終結の時か
ら、Ｈ種優先配当金の支払い
を受ける旨の決議がなされる
ときまでＨ種優先株式100株
当たり１議決権を有する。 

7.      (省略) 7.    (現行のとおり) 
(Ｈ種優先株式の取得) (Ｈ種優先株式の取得) 

8. 当会社は、Ｄ種優先株式の発
行済み株式総数が０となった
時以降いつでも、Ｈ種優先株
式を取得することができる。

8. 当会社は、いつでも、Ｈ種優
先株式を取得することができ
る。 

9.～10.    (省略) 9.～10.  (現行のとおり) 
(金銭を対価とする取得条項) (金銭を対価とする取得条項) 

11. 当会社は、Ｄ種優先株式の発
行済み株式総数が０となった
日以降いつでも（ただし、
2014 年４月１日以降に限
る。）、当会社の取締役会の
決議により定める日（以下、
本項において「取得日」とい
う。）をもって、Ｈ種優先株
主及びＨ種優先登録株式質権
者に対して35日以上90日以内
に事前通知を行った上で、発
行済みＨ種優先株式の全部又
は一部を取得し、当該取得と
引換えにＨ種優先株式１株に
つき、Ｈ種優先株式取得価格
（以下に定義）相当額の金銭
を交付することができる。 

11. 当会社は、いつでも（ただ
し、2014年４月１日以降に限
る。）、当会社の取締役会の
決議により定める日（以下、
本項において「取得日」とい
う。）をもって、Ｈ種優先株
主及びＨ種優先登録株式質権
者に対して35日以上90日以内
に事前通知を行った上で、発
行済みＨ種優先株式の全部又
は一部を取得し、当該取得と
引換えにＨ種優先株式１株に
つき、Ｈ種優先株式取得価格
（以下に定義）相当額の金銭
を交付することができる。 

「Ｈ種優先株式取得価格」と
は、(ⅰ)Ｈ種清算価値、(ⅱ)
Ｈ種最終配当金額、及び
(ⅲ)2016年３月31日以前に取
得が行われる場合において
は、Ｈ種早期取得費を合計し
た額に相当する額を意味す
る。 

「Ｈ種優先株式取得価格」と
は、(ⅰ)Ｈ種清算価値、(ⅱ)
Ｈ種最終配当金額、及び
(ⅲ)2016年３月31日以前に取
得が行われる場合において
は、Ｈ種早期取得費を合計し
た額に相当する額を意味す
る。 



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

「Ｈ種最終配当金額」とは、
(ⅰ)取得日が2016年３月31日
以前に開始する事業年度に属
する場合は、Ｈ種清算価値に
1.5％を乗じた金額を、当該
事業年度の初日から取得日
（同日を含む。）までの実日
数で日割計算した金額、又は
(ⅱ)取得日が2016年４月１日
以降に開始する事業年度に属
する場合は、Ｈ種清算価値に
その時点で有効なＨ種優先株
式増加配当率を乗じた金額
を、取得日の属する事業年度
における事業年度初日から取
得日（同日を含む。）までの
日数で日割計算した金額に相
当する金額を意味する。ただ
し、上記(ⅰ)又は(ⅱ)により
計算された金額から、取得日
が属する事業年度において支
払われた全てのＨ種優先中間
配当金の額が差し引かれるも
のとする。 

「Ｈ種最終配当金額」とは、
(ⅰ)取得日が2016年３月31日
以前に開始する事業年度に属
する場合は、Ｈ種清算価値に
1.5％を乗じた金額を、当該
事業年度の初日から取得日
（同日を含む。）までの実日
数で日割計算した金額、又は
(ⅱ)取得日が2016年４月１日
以降に開始する事業年度に属
する場合は、Ｈ種清算価値に
その時点で有効なＨ種優先株
式増加配当率を乗じた金額
を、取得日の属する事業年度
における事業年度初日から取
得日（同日を含む。）までの
日数で日割計算した金額に相
当する金額を意味する。ただ
し、上記(ⅰ)又は(ⅱ)により
計算された金額から、取得日
が属する事業年度において支
払われた全てのＨ種優先中間
配当金の額が差し引かれるも
のとする。 



 

（   ） 

 
 

 

 

 

(65) ／ 2012/05/31 21:04 (2012/05/28 21:05) ／ wk_11809589_04_osxアプラスフィナンシャル様_招集_参考書類_P.doc 

65

現 行 定 款 変 更 定 款 案 

「Ｈ種早期取得費」とは、
(ⅰ)Ｈ種清算価値に、(ⅱ)Ｈ
種発行日スワップ・レートか
ら、取得日の５東京営業日前
の日の東京時間午前10時現在
の東京スワップ・レファレン
スレート（T.S.R.）として
Telerate Systemsスクリーン
17143ページ（又はその承継
ページ）に表示される、取得
日から2016年３月31日までの
期間（以下、本項において
「取得費計算期間」とい
う。）に対応するスワップ・
レート（当日の東京時間午前
10時現在の当該スワップ・
レートを取得できない場合に
は、当該レートを取得できる
直前の東京営業日における当
該レートとする。）（ただ
し、取得日が2015年４月１日
以降の場合には、当該取得日
の５ロンドン営業日前の日の
ロンドン時間午前11時現在の
ユーロ円ロンドン・イン
ター・バンク・オファード・
レート（円LIBOR（360日ベー
ス ） ） と し て Telerate 
Systemsスクリーン3750ペー
ジ（又はその承継ページ）に
表示される、取得費計算期間
に対応する数値とする。）
（なお、いずれの場合も対応
する期間がない場合は線形補
完で計算したレートとす
る。）を減じた率（ただし、
かかる計算の結果が０以下の
場合には、当該計算によって
得られた率を０とする。）を
乗じた額に、(ⅲ)取得日から
2016年３月31日（同日を含
む。）までの実日数を乗じ、
365で除して得られた額に相
当する金額とする。ただし、
Ｈ種優先株式取得価格、Ｈ種
最終配当金額及びＨ種早期取
得費の計算は円位未満小数第
４位まで算出し、その小数第
４位を四捨五入する。 

「Ｈ種早期取得費」とは、
(ⅰ)Ｈ種清算価値に、(ⅱ)Ｈ
種発行日スワップ・レートか
ら、取得日の５東京営業日前
の日の東京時間午前10時現在
の東京スワップ・レファレン
スレート（T.S.R.）として
Telerate Systemsスクリーン
17143ページ（又はその承継
ページ）に表示される、取得
日から2016年３月31日までの
期間（以下、本項において
「取得費計算期間」とい
う。）に対応するスワップ・
レート（当日の東京時間午前
10時現在の当該スワップ・
レートを取得できない場合に
は、当該レートを取得できる
直前の東京営業日における当
該レートとする。）（ただ
し、取得日が2015年４月１日
以降の場合には、当該取得日
の５ロンドン営業日前の日の
ロンドン時間午前11時現在の
ユーロ円ロンドン・イン
ター・バンク・オファード・
レート（円LIBOR（360日ベー
ス ） ） と し て Telerate 
Systemsスクリーン3750ペー
ジ（又はその承継ページ）に
表示される、取得費計算期間
に対応する数値とする。）
（なお、いずれの場合も対応
する期間がない場合は線形補
完で計算したレートとす
る。）を減じた率（ただし、
かかる計算の結果が０以下の
場合には、当該計算によって
得られた率を０とする。）を
乗じた額に、(ⅲ)取得日から
2016年３月31日（同日を含
む。）までの実日数を乗じ、
365で除して得られた額に相
当する金額とする。ただし、
Ｈ種優先株式取得価格、Ｈ種
最終配当金額及びＨ種早期取
得費の計算は円位未満小数第
４位まで算出し、その小数第
４位を四捨五入する。 

②      (省略) ②    (現行のとおり) 



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

(金銭を対価とする取得請求権) (金銭を対価とする取得請求権) 
12. 株式会社新生銀行ならびにそ

の子会社及び関係会社により
合計で当会社の50％超の発行
済普通株式が所有されないこ
ととなった場合、Ｄ種優先株
式の発行済み株式総数が０と
なった時以降、Ｈ種優先株主
は、Ｈ種優先株式の全部を当
会社が取得するよう、当会社
に対し請求することができ
る。 

12. 株式会社新生銀行ならびにそ
の子会社及び関係会社により
合計で当会社の50％超の発行
済普通株式が所有されないこ
ととなった場合、Ｈ種優先株
主は、Ｈ種優先株式の全部を
当会社が取得するよう、当会
社に対し請求することができ
る。 

②      (省略) ②    (現行のとおり) 
13.      (省略) 13.    (現行のとおり) 

第12条の５(優先順位) 第12条の５(優先順位) 
Ｄ種優先株式、Ｇ種優先株式
及びＨ種優先株式の優先配当
金、優先中間配当金及び残余
財産の支払順位はＢ種優先株
式の優先配当金、優先中間配
当金及び残余財産の支払順位
に優先するものとし、Ｄ種優
先株式の優先配当金、優先中
間配当金及び残余財産の支払
順位はＧ種優先株式及びＨ種
優先株式の優先配当金、優先
中間配当金及び残余財産の支
払順位に優先するものとす
る。Ｇ種優先株式及びＨ種優
先株式の優先配当金、優先中
間配当金及び残余財産の支払
順位は、それぞれ同順位とす
る。 

Ｄ種優先株式、Ｇ種優先株式
及びＨ種優先株式の優先配当
金、優先中間配当金及び残余
財産の支払順位はＢ種優先株
式の優先配当金、優先中間配
当金及び残余財産の支払順位
に優先するものとする。Ｄ種
優先株式、Ｇ種優先株式及び
Ｈ種優先株式の優先配当金、
優先中間配当金及び残余財産
の支払順位は、それぞれ同順
位とする。 

(新設) 附則 
(新設) 第１条 第８条、第12条の２第５項、第12

条の３第６項及び第12条の４第６
項の変更は、平成24年７月１日に
効力を生ずるものとする。 

(新設) 第２条 本附則は、前条の効力発生日を
もって削除する。 

 



 

（   ） 
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第３号議案 取締役５名選任の件 

 本総会終結の時をもって取締役全員６名は、任期満了となります。 

 つきましては、経営体制の見直しに伴い取締役１名を減員し、取締役５

名の選任をお願いするものであります。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、当社における地位、担当 
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所有する当社 
株 式 の 数 

１ 
野
の

 口
ぐち

 郷
さと

 司
し

 
 

(昭和27年７月14日生) 

昭和52年４月 株式会社日本長期信用銀行（現
株式会社新生銀行）入行 

平成15年７月 同行ビジネスソリューション第
二部長 

平成16年10月 当社執行役員 
平成17年２月 当社取締役常務執行役員 
平成17年３月 当社取締役常務執行役員最高財

務責任者（CFO）財務部門担当
平成19年１月 当社取締役常務執行役員最高財

務責任者（CFO）財務部門担当
財務部長 

平成22年４月 当社取締役財務部長グループ財
務担当 

平成23年４月 当社代表取締役社長最高経営責
任者（CEO）グループ経営・グ
ループ事業・グループ財務・グ
ループ人事・グループ信用リス
ク管理担当 

平成23年５月 当社代表取締役社長最高経営責
任者（CEO）グループ経営担当
（現任） 

（重要な兼職の状況） 
株式会社アプラス代表取締役社長 
株式会社アプラスパーソナルローン代表取締役
社長 
全日信販株式会社取締役会長 
株式会社アプラスインベストメント代表取締役
社長 
新生フィナンシャル株式会社取締役 

普通株式 
37,000株 



 

（   ） 
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候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、当社における地位、担当 
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所有する当社 
株 式 の 数 

２ 
渡
わた

 邉
なべ

 昌
まさ

 治
はる

 
 

(昭和33年３月17日生) 

昭和55年４月 株式会社日本長期信用銀行（現
株式会社新生銀行）入行 

平成14年５月 同行ＩＢ業務管理部部長 
平成16年４月 同行ＩＢ業務管理部長 
平成17年５月 昭和リース株式会社執行役員人

事部長 
平成21年６月 同社取締役兼常務執行役員人事

総務部長兼人事グループマネー
ジャー 

平成22年９月 株式会社新生銀行執行役員人事
部担当 

平成22年12月 同行執行役員人事部長 
平成23年４月 当社副社長執行役員 
平成23年５月 当社副社長執行役員グループ人

事・グループ管理担当 
平成23年６月 当社代表取締役副社長グループ

人事・グループ管理担当（現
任） 

（重要な兼職の状況） 
株式会社アプラス代表取締役副社長 
株式会社アプラスパーソナルローン代表取締役
副社長 

普通株式 
0株 

３ 
奥
おく

 田
だ

 正
しょう

 一
いち

 
 

(昭和34年10月２日生) 

昭和57年４月 当社入社 
平成17年３月 当社企業戦略部長 
平成18年６月 当社関西営業部長 
平成19年１月 当社商品部長 
平成19年６月 当社執行役員商品部長 
平成20年５月 当社執行役員マーケティング部

門副部門長兼ハウジングファイ
ナンス部長 

平成21年９月 当社執行役員マーケティング本
部長兼個人ファイナンス部長 

平成22年４月 株式会社アプラス執行役員マー
ケティング本部長兼個人ファイ
ナンス部長 

平成22年７月 同社執行役員最高事業責任者
（CBO）事業部門担当個人ファ
イナンス部長 

平成23年２月 同社執行役員最高事業責任者
（CBO）事業部門企画担当 

平成23年５月 同社執行役員事業部門長事業部
門企画担当 

平成23年６月 当社取締役グループ事業担当
（現任） 

（重要な兼職の状況） 
株式会社アプラス取締役常務執行役員 
株式会社アプラスパーソナルローン取締役 
アルファ債権回収株式会社取締役 
エス・エル・メイプル株式会社代表取締役社長
株式会社インサイト代表取締役会長 

普通株式 
34,500株 



 

（   ） 
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候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、当社における地位、担当 
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所有する当社 
株 式 の 数 

４ 
サンジーブ グプタ 

 
(昭和35年５月16日生) 

昭和59年７月 中央クーパース・アンド・ライ
ブランド国際税務事務所（東
京）マネジャー 

平成元年５月 シティバンクＮＡ（東京）入行
インスティテューショナルグ
ループ チーフオブスタッフ 

平成５年７月 シティバンクＮＡ（東京）ヴァ
イス・プレジデント 

平成12年７月 株式会社新生銀行入行経営管理
部長 

平成18年10月 同行グループ経営管理統轄部長
平成19年８月 同行グループフィナンシャルコ

ントローラー兼グループ経営管
理統轄部長 

平成20年６月 同行個人部門最高執行責任者兼
コンシューマーファイナンス本
部長 

平成21年１月 同行専務執行役個人部門長 
平成22年６月 同行専務執行役員個人部門長

（現任） 
平成22年６月 当社取締役（現任） 

（重要な兼職の状況） 
株式会社アプラス取締役 
株式会社アプラスパーソナルローン取締役 
株式会社新生銀行専務執行役員個人部門長 
新生フィナンシャル株式会社取締役会長 

普通株式 
0株 

５ 
南
なん

光
こう

院
いん

 誠
まさ

 之
ゆき

 
 

(昭和35年８月21日生) 

昭和59年４月 株式会社日本長期信用銀行（現
株式会社新生銀行）入行 

平成20年９月 同行関連企業室長 
平成21年３月 同行コンシューマーファイナン

ス本部部長 
平成21年３月 ＧＥコンシューマー・ファイナ

ンス株式会社（現新生フィナン
シャル株式会社）監査役 

平成23年４月 株式会社新生銀行コンシュー
マーファイナンス本部長 

平成23年６月 同行執行役員コンシューマー
ファイナンス本部長（現任） 

平成23年６月 新生フィナンシャル株式会社取
締役（現任） 

平成23年６月 当社取締役（現任） 
（重要な兼職の状況） 

株式会社アプラス取締役 
株式会社アプラスパーソナルローン取締役 
株式会社新生銀行執行役員コンシューマーファ
イナンス本部長 
新生フィナンシャル株式会社取締役 
新生プロパティファイナンス株式会社取締役 

普通株式 
0株 

 (注) 1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

2. 各取締役候補者の過去５年間及び現在における、当社の親会社である新生

フィナンシャル株式会社、その親会社である株式会社新生銀行、同行の子

会社である新生プロパティファイナンス株式会社での業務執行者としての

地位及び担当は、「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状



 

（   ） 
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況）」に記載のとおりであります。 

3. 取締役候補者サンジーブ グプタ氏及び南光院誠之氏は社外取締役候補者

であります。 

4. 社外取締役候補者の選任理由について 

 サンジーブ グプタ氏につきましては、当社の親会社である新生フィナ

ンシャル株式会社の親会社である株式会社新生銀行において専務執行役員

個人部門長として業務を執行されており、その知識・経験を活かして、当

社の経営の重要事項の審議及び業務の執行の監督を行っていただくため、

また株式会社新生銀行との業務上の連携を強化する観点から選任をお願い

するものであります。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって２年になります。 

 南光院誠之氏につきましては、当社の親会社である新生フィナンシャル

株式会社の親会社である株式会社新生銀行において執行役員コンシュー

マーファイナンス本部長として業務を執行されており、その知識・経験を

活かして、当社の経営の重要事項の審議及び業務の執行の監督を行ってい

ただくため、また株式会社新生銀行との業務上の連携を強化する観点から

選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外取締役としての在任

期間は、本総会終結の時をもって１年になります。 

5. 会社法施行規則第74条に定める、取締役の選任に関する議案に記載すべき

事項につきましては、上記の他に特記すべき事項はございません。 

 

以 上 

  



 

（   ） 
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普通株主様による種類株主総会参考書類 
議案及び参考事項 

議  案 定款一部変更の件 

１．提案の理由 

 株式会社新生銀行との業務・資本提携直後の平成17年２月28日に発

行されたＤ種優先株式につきましては、発行から７年が経過し、これ

まで年率４％であった配当率が平成24年４月以降は増加することや、

未払配当金が将来にわたり繰り越される累積型であることなど、配当

条件などにおいて他の優先株式とは異なる特徴を有しております。 

 Ｄ種優先株式を発行して以降の事業環境は、貸金業法や割賦販売法

などの業法改正や、決済手段の多様化に伴う業界内の競争激化など、

急速に変化してまいりました。また、金融資本市場におきましても、

米国のサブプライム問題に端を発した世界的な金融危機や、依然動揺

が続く欧州債務問題などの影響により、不透明感のより強い状況と

なってまいりました。 

 当社グループにおきましては、株式会社新生銀行を中心とする安定

的な資本構成のもと、業法改正に対応し、事業構造の抜本的な転換に

いち早く取り組み、主力のクレジットカード事業やショッピングクレ

ジット事業を中心に、安定的な事業基盤の構築に努め、一定の成果を

挙げてまいりました。 

 今後につきましても、安定した事業基盤をベースに、既存の事業を

複合的に発展させる形で、新たなビジネスモデルの構築に努める所存

であります。そのためには、財務基盤の一層の強化を図ることが必要

と判断し、Ｄ種優先株式の条件を見直し、現在の事業環境に即した内

容に変更するものであります。 

 なお、本議案は、第57回定時株主総会において第２号議案「定款一

部変更の件」が承認されること、ならびに、Ｂ種優先株主様、Ｄ種優

先株主様、Ｇ種優先株主様及びＨ種優先株主様による各種類株主総会

において「定款一部変更の件」が承認されることを条件とします。 



 

（   ） 
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２．変更の内容 

 変更の内容は、次のとおりであります。 

 （下線部分は変更箇所） 

 
現 行 定 款 変 更 定 款 案 

第２章の２ 優先株式 第２章の２ 優先株式 

第12条の２(Ｄ種優先株式) 第12条の２(Ｄ種優先株式) 
(Ｄ種優先株式の取得請求権及び引
換えに交付される普通株式) 

(Ｄ種優先株式の取得請求権及び引
換えに交付される普通株式) 

8. Ｄ種優先株主は、2012年４月
１日ならびにこれ以降の各年
の４月１日、７月１日、10月
１日及び１月１日（以下本項
において「取得日」とい
う。）において、下記条件に
より、その有するＤ種優先株
式を当会社が取得し、これと
引換えに、当会社の普通株式
を交付するよう請求すること
ができる。 

8. Ｄ種優先株主は、2015年６月
１日以降いつでも、下記条件
により、その有するＤ種優先
株式を当会社が取得し、これ
と引換えに、当会社の普通株
式を交付するよう請求するこ
とができる。 

② 前号の請求により、Ｄ種優先
株式を当会社が取得し、これ
と引換えに当会社が当該株主
に交付すべき当会社の普通株
式数は、Ｄ種優先株主が取得
請求のために提出したＤ種優
先株式のＤ種清算価値の総額
をその時点で有効なＤ種優先
株式交付価額で除した数とす
る。ただし、当該株式数の算
出にあたり１株未満の端数が
生じた場合には、これを切り
捨て、現金による調整は行わ
ない。 

② 前号の請求により、Ｄ種優先
株式を当会社が取得し、これ
と引換えに当会社が当該株主
に交付すべき当会社の普通株
式数は、Ｄ種優先株主が取得
請求のために提出したＤ種優
先株式のＤ種清算価値の総額
をその時点で有効なＤ種優先
株式交付価額（以下に定義）
で除した数とする。ただし、
当該株式数の算出にあたり１
株未満の端数が生じた場合に
は、これを切り捨て、現金に
よる調整は行わない。 



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

(1) Ｄ種優先株式交付価額 (1) Ｄ種優先株式交付価額 
取得日における交付価額は、
当該取得日に先立つ45取引日
目に始まる連続する30取引日
の大阪証券取引所における普
通株式の取引日（以下本項に
おいて「算出期間」とい
う。）における各取引日の出
来高加重平均価格（以下「Ｖ
ＷＡＰ価格」という。）とし
て大阪証券取引所において公
表される価格（大阪証券取引
所においてＶＷＡＰ価格が公
表されない場合には、当該取
引日の東京時間の午後３時か
ら４時の間にブルームバーグ
L.P.が提供する普通株式のＶ
ＷＡＰ価格とし、かかるＶＷ
ＡＰ価格が当該取引日に提供
されない場合には、当該取引
日の大阪証券取引所における
普通株式の終値（気配表示を
含む。）とする（以下ＶＷＡ
Ｐ価格及びこれに代替する数
値 を 「 参 照 価 格 」 と い
う。））の単純平均価格に相
当する金額とする（以下「Ｄ
種優先株式交付価額」とい
う。）。ただし、Ｄ種優先株
式交付価額の計算は、円位未
満小数第２位まで算出し、そ
の小数第２位を四捨五入す
る。 

当初のＤ種優先株式交付価額
は、当会社にＤ種優先株式の
条件変更を認める当会社の定
款の変更を株主が決議した日
（2012年６月28日、本条にお
いて「Ｄ種優先株式条件変更
日」という。）の直前の取引
日の大阪証券取引所における
普通株式の終値（気配表示を
含む。）とする（以下「Ｄ種
優先株式交付価額」とい
う。）。ただし、Ｄ種優先株
式交付価額の計算は、円位未
満小数第２位まで算出し、そ
の小数第２位を四捨五入す
る。 



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

(2) 参照価格の調整 (2) Ｄ種優先株式交付価額の調整 
(イ)上記Ｄ種優先株式交付価額の

算出にあたっては、算出期間
の初日（同日を含む。）から
関連する取得日（同日を含
む。）までの期間（以下「調
整期間」という。）におい
て、下記の公式で計算すると
参照価格が下落することとな
る対価で、当会社が普通株式
を発行若しくは交付した、あ
るいは本号(2) (ロ)に従い発
行若しくは交付したとみなさ
れるときにはいつでも（株式
分割の場合はこれに含まれる
が、発行済みの新株予約権、
普通株式の交付と引換えに取
得される証券（権利）若しく
は取得させることができる証
券（権利）、その他同様の権
利を行使した時点での普通株
式の発行は除外される。）、
Ｄ種優先株式交付価額の計算
に先立ち、かかる発行若しく
は交付以前の当該調整期間に
かかる各取引日の参照価格は
以下のように引き下げられる
ものとする（以下「調整後参
照価格」という。）。調整後
参照価格は円位未満小数第２
位まで算出し、その小数第２
位を四捨五入する。 

 

(イ)下記の公式で計算するとＤ種
優先株式交付価額が下落する
こととなる対価で、当会社が
普通株式を発行若しくは交付
した、あるいは本号(2) (ロ)
に従い発行若しくは交付した
とみなされるときにはいつで
も（株式分割の場合はこれに
含まれるが、発行済みの新株
予約権、普通株式の交付と引
換えに取得される証券（権
利）若しくは取得させること
ができる証券（権利）、その
他同様の権利を行使した時点
での普通株式の発行は除外さ
れる。）、Ｄ種優先株式交付
価額の計算に先立ち、Ｄ種優
先株式交付価額は以下のよう
に引き下げられるものとする
（以下「調整後Ｄ種優先株式
交付価額」という。）。調整
後Ｄ種優先株式交付価額は円
位未満小数第２位まで算出
し、その小数第２位を四捨五
入する。 

  
当会社の受領対価発行前のみなし

発行済み普通株式数
＋ 

時価 
 

調整後 
参照価格 

 
＝

 
調整前

参照価格
×

発行後のみなし発行済み普通株式数 

  

  
当会社の受領対価 発行又は交付前のみな

し発行済み普通株式数
＋ 

時価 
調整後

Ｄ種優先株式
交付価額

＝

調整前
Ｄ種優先株式

交付価額
×

発行又は交付後のみなし発行済み普通株式数 

  



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

「みなし発行済み普通株式
数」とは、完全希薄化後（上
記のとおり、調整期間中に発
行若しくは交付される、又は
そのようにみなされる当会社
の普通株式も含む。）の発行
済み普通株式数（普通株式を
対象とする新株予約権、普通
株式の交付と引換えに取得さ
れる証券（権利）若しくは取
得させることができる証券
（権利）、その他同様の権利
がすべて、当時は行使可能
だったものとして計算され
る。）を意味するものとする
が、当会社あるいはその完全
子会社の勘定で所有あるいは
保有されている普通株式は一
切含まれないものとする。 

「みなし発行済み普通株式
数」とは、完全希薄化後の発
行済み普通株式数（普通株式
を対象とする新株予約権、普
通株式の交付と引換えに取得
される証券（権利）若しくは
取得させることができる証券
（権利）、その他同様の権利
がすべて、当時は行使可能
だったものとして計算され
る。）を意味するものとする
が、当会社あるいはその完全
子会社の勘定で所有あるいは
保有されている普通株式は一
切含まれないものとする。 

「当会社の受領対価」とは、
該当する当会社の普通株式の
発行若しくは交付により、当
会社の普通株式の対価として
当会社が受け取った、あるい
は受け取ることになっている
現金の額、及び現金以外の対
価の公正な時価の合計額を、
さらに、普通株式を対象とす
る新株予約権、普通株式の交
付と引換えに取得される証券
（権利）若しくは取得させる
ことができる証券（権利）、
その他同様の権利を発行若し
くは交付した場合には、それ
らの行使により、当会社が受
け取った、あるいは受け取る
ことになっている現金の額、
及び現金以外の対価の公正な
時価の合計額を意味するもの
とする。 

「当会社の受領対価」とは、
該当する当会社の普通株式の
発行若しくは交付により、当
会社の普通株式の対価として
当会社が受け取った、あるい
は受け取ることになっている
現金の額、及び現金以外の対
価の公正な時価の合計額を、
さらに、普通株式を対象とす
る新株予約権、普通株式の交
付と引換えに取得される証券
（権利）若しくは取得させる
ことができる証券（権利）、
その他同様の権利を発行若し
くは交付した場合には、それ
らの行使により、当会社が受
け取った、あるいは受け取る
ことになっている現金の額、
及び現金以外の対価の公正な
時価の合計額を意味するもの
とする。 



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

「時価」とは、(ⅰ)普通株式
が市場で取引されている場合
には、時価の決定日に先立つ
45取引日に始まる30取引日の
大阪証券取引所における普通
株式の毎日の１株当たり終値
（気配表示を含む。）の単純
平均価格（終値のない日は除
く。）、(ⅱ)普通株式が市場
で取引されていない場合に
は、当会社の取締役会が誠意
をもって決定する普通株式の
公正な時価を意味するものと
する。単純平均価格は円位未
満小数第２位まで計算され、
その小数第２位は四捨五入さ
れる。 

「時価」とは、(ⅰ)普通株式
が市場で取引されている場合
には、調整後Ｄ種優先株式交
付価額を適用する日に先立つ
45取引日に始まる30取引日の
大阪証券取引所における普通
株式の毎日の１株当たり終値
（気配表示を含む。）の単純
平均価格（終値のない日は除
く。）、(ⅱ)普通株式が市場
で取引されていない場合に
は、当会社の取締役会が誠意
をもって決定する普通株式の
公正な時価を意味するものと
する。単純平均価格は円位未
満小数第２位まで計算され、
その小数第２位は四捨五入さ
れる。 

(ロ)新株予約権の発行 (ロ)新株予約権の発行 
当会社が普通株式を対象とす
る新株予約権、普通株式の交
付と引換えに取得される証券
（権利）若しくは取得させる
ことができる証券（権利）、
その他同様の権利を発行、若
しくは交付する場合、かかる
発行若しくは交付を、当該新
株予約権、その他同様の権利
を行使により発行可能若しく
は交付可能な普通株式の発行
若しくは交付であるとみな
し、これらの権利により当初
条件に従い発行若しくは交付
可能な数の当会社の普通株式
が、かかる新株予約権、ある
いはその他同様の権利の発行
日若しくは交付日に発行若し
くは交付されたものとみな
す。 

当会社が普通株式を対象とす
る新株予約権、普通株式の交
付と引換えに取得される証券
（権利）若しくは取得させる
ことができる証券（権利）、
その他同様の権利を発行、若
しくは交付する場合、かかる
発行若しくは交付を、当該新
株予約権、普通株式の交付と
引換えに取得される証券（権
利）若しくは取得させること
ができる証券（権利）、又は
その他同様の権利を行使によ
り発行可能若しくは交付可能
な普通株式の発行若しくは交
付であるとみなし、これらの
権利により当初条件に従い発
行若しくは交付可能な数の当
会社の普通株式が、かかる新
株予約権、普通株式の交付と
引換えに取得される証券（権
利）若しくは取得させること
ができる証券（権利）、又は
その他同様の権利の発行日若
しくは交付日に発行若しくは
交付されたものとみなす。 



 

（   ） 

 
 

 

 

 

(77) ／ 2012/05/31 21:04 (2012/05/28 21:05) ／ wk_11809589_04_osxアプラスフィナンシャル様_招集_参考書類_P.doc 

77

現 行 定 款 変 更 定 款 案 

(ハ)株式分割 (ハ)株式分割 
株式分割によって普通株式が
発行された場合、上記参照価
格の調整に関しては、かかる
株式分割により株式を取得す
る株主を定めるための基準日
（基準日を定めない場合には
効力発生日）の翌日に当該普
通株式が発行されたものとみ
なされるものとする。 

株式分割によって普通株式が
発行された場合、上記Ｄ種優
先株式交付価額の調整に関し
ては、かかる株式分割により
株式を取得する株主を定める
ための基準日（基準日を定め
ない場合には効力発生日）の
翌日に当該普通株式が発行さ
れたものとみなされるものと
する。 

(ニ)配当その他の分配 (ニ)配当その他の分配 
当会社が、調整期間中に、普
通株式に関し、配当を支払若
しくは普通株主に対してその
ほかの分配を行った場合（た
だし、本項において該当しな
いとされる株式分割及び株式
配当を除く。）、Ｄ種優先株
式取得価額はかかる配当の１
株あたり金額（若しくは現金
以外による配当若しくは分配
の場合において、当会社の取
締役会で合理的に決定された
当該配当及び分配の一株あた
りの公正市場価格）に相当す
る額を減額する。 

当会社が、普通株式に関し、
配当を支払若しくは普通株主
に対してそのほかの分配を
行った場合（ただし、本項に
おいて該当しないとされる株
式分割及び株式配当を除
く。）、Ｄ種優先株式交付価
額はかかる配当の１株あたり
金額（若しくは現金以外によ
る配当若しくは分配の場合に
おいて、当会社の取締役会で
合理的に決定された当該配当
及び分配の１株あたりの公正
市場価格）に相当する額を減
額する。 

(ホ)その他取締役会が定める調整 (ホ)その他取締役会が定める調整 
本項(2) (イ)で規定されてい
る調整に加え、(ⅰ)合併、減
資、自己株式の取得、普通株
式の併合、(ⅱ)普通株式数の
変更、あるいは普通株式数の
変更の可能性を生じさせる事
由の発生、(ⅲ)参照価格を調
整すべき事由が２つ以上相接
して発生し、一方の事由に基
づく調整後参照価格の算出に
関して使用すべき時価が、他
方の事由によって影響されて
いるとみなされる場合のうち
いずれかが発生した場合に
は、当会社の取締役会が適当
と判断する参照価格に調整さ
れるものとする。 

本項(2) (イ)乃至(ニ)で規定
されている調整に加え、(ⅰ)
合併、減資、自己株式の取
得、普通株式の併合、(ⅱ)普
通株式数の変更、あるいは普
通株式数の変更の可能性を生
じさせる事由の発生、(ⅲ)Ｄ
種優先株式交付価額を調整す
べき事由が２つ以上相接して
発生し、一方の事由に基づく
調整後Ｄ種優先株式交付価額
の算出に関して使用すべき時
価が、他方の事由によって影
響されているとみなされる場
合のうちいずれかが発生した
場合には、当会社の取締役会
が適当と判断するＤ種優先株
式交付価額に調整されるもの
とする。 



 

（   ） 
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現 行 定 款 変 更 定 款 案 

(へ)解釈 (へ)解釈 
この本項に不明瞭な点がある
場合、又は取得価額が調整さ
れることとされていない何ら
かの事由に関連して当会社の
取締役会が参照価格の調整す
ることが公正であると誠意を
もって考える場合、当会社の
取締役会は、この本項の目的
に照らし、公平かつ均衡であ
ると妥当に判断したときに参
照価格を調整する権利を有す
るものとする。 

この本項に不明瞭な点がある
場合、又はＤ種優先株式交付
価額が調整されることとされ
ていない何らかの事由に関連
して当会社の取締役会がＤ種
優先株式交付価額を調整する
ことが公正であると誠意を
もって考える場合、当会社の
取締役会は、この本項の目的
に照らし、公平かつ均衡であ
ると妥当に判断したときにＤ
種優先株式交付価額を調整す
る権利を有するものとする。 

(新設) (当会社の普通株式を対価とす
る取得条項) 

 9. 当会社は、2015年６月１日
（同日を含む。）から2017年
５月31日（同日を含む。）ま
での期間、当会社の取締役会
決議により定める日をもっ
て、Ｄ種優先株主及びＤ種優
先登録株式質権者に対して35
日以上90日以内に事前通知を
行った上で、発行済みＤ種優
先株式の全部又は一部を取得
し、当該取得と引換えにＤ種
優先株式のＤ種清算価値の総
額をその時点で有効なＤ種優
先株式交付価額で除した数の
当会社の普通株式を交付する
ことができる。ただし、当会
社の普通株式の時価（上記通
知の送付日付で前項第２号
(2) (イ)に定めるところに従
い計算されたもの。）がその
時点で有効なＤ種優先株式交
付価額の150％を上回った場
合に限る。また、当該株式数
の算出にあたり１株未満の端
数が生じた場合には、会社法
第234条に定める方法により
これを取り扱う。 

 ② Ｄ種優先株式の一部につき、
本項に基づく取得を行う場合
は、按分比例（端数について
は抽選）により行う。 

 

以 上 

 



 

（   ） 
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株主メモ欄 
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株主総会会場ご案内図 
 

会場  東京都新宿区新小川町４番１号 

アプラス東京ビル 地下会議室 

 

 

 
東京メトロ 東西線・有楽町線・南北線 飯田橋駅 （Ｂ１出口より徒歩約５分） 

都営地下鉄 大江戸線 飯田橋駅 （Ｂ１出口より徒歩約５分） 

ＪＲ 総武線 飯田橋駅 （東口出口より徒歩約８分） 

 

※会場には駐車場がございませんので、最寄りの交通機関をご利用のうえ、

ご来場賜りますようお願い申し上げます。 


